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                                    資料⑦ 

鈴鹿市地域防災計画（本編）修正概要 新旧対照表 

 

現計画の 

ページ 
修 正 後 修 正 前 

目次 第２部 風水害等対策編 

第１章  略 

第２章 第１～１１節 略 

第１２節 避難行動要支援者対策計画 

第１３節～２２節  略 

第２部 風水害等対策編 

第１章  略 

第２章 第１～１１節 略 

第１２節 災害時要援護者対策計画 

第１３節～２２節  略 

目次 第３部 地震・津波対策編 

第１章  略 

第２章 第１～１２節 略 

第１３節 避難行動要支援者対策計画 

第１３節～３１節  略 

第３部 地震・津波対策編 

第１章  略 

第２章 第１～１２節 略 

第１３節 災害時要援護者対策計画 

第１３節～３１節  略 

3 第５節 用 語 

（１）～（１１）略 

（１２）避難行動要支援者  高齢者、障

がい者、難病患者、妊産婦、乳幼児、傷病

者、日本語を理解できない外国人等をいう。 

（１３）～（１９）略 

第５節 用 語 

（１）～（１１）略 

（１２）災害時要援護者  高齢者、障が

い者、難病患者、妊産婦、乳幼児、傷病者、

日本語を理解できない外国人等をいう。 

（１３）～（１９）略 
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第１項 市の概況  

昭和１７年１２月に、２町１２か村が合併

し、鈴鹿市として市制を実施し、当時の人口

は５２，３７０人であった。その後の市域の

拡大や昭和３０年代後半からの相次ぐ企業

の進出及び住宅団地造成などにより、急激に

人口が増加した。 しかし、昭和４８年の第

１次石油ショックを契機に人口の社会増が

少なくなり、全国的な傾向に呼応するように

出生率も低下してきているため、昭和５０年

代以降は、人口増加率が低くなっている。 令

和７年３月３１日現在の、鈴鹿市の総人口は

１９３，７６３人、総世帯数は９０，０６６

第１項 市の概況  

昭和１７年１２月に、２町１２ケ村が合併

し、鈴鹿市として市制を実施し、当時の人口

は５２，３７０人であった。その後の市域の

拡大や昭和３０年代後半からの相次ぐ企業

の進出及び住宅団地造成などにより、急激に

人口が増加した。 しかし、昭和４８年の第

１次石油ショックを契機に人口の社会増が

少なくなり、全国 的な傾向に呼応するよう

に出生率も低下してきているため、昭和５０

年代以降は、人口 増加率が低くなっている。 

令和６年２月２９日現在の、鈴鹿市の総人口

は１９５，４８４人、総世帯数は８９， ２
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続き 世帯である。 ６５世帯である。 
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第２項 設置の基準 

１ 災害対策本部の設置 

本部は、次の場合に鈴鹿市役所内に設置

する。 

（１）～（２）略 

（３）削除 

 

 

（３）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」を発表したとき。 

（４）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）」を発表したとき。 

（６）削除 

 

（５）県内（鈴鹿市を除く。）に震度５強以

上の地震が発生したと 

（６）その他異常な自然現象、人為的原因に

よる災害又は広範囲に災害が発生又は予

想されるときに、市長が必要と認めたと

き。 

 

２ 災害対策本部の廃止 

本部は、次の場合に災害対策本部を廃止

する。 

 

（１）略 

（２）削除 

 

 

（２）「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

警戒）」の警戒措置、「南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震注意）」の注意措置のいず

れも解除され、市内で被害が確認されなか

ったとき。 

第２項 設置の基準 

１ 災害対策本部の設置 

本部は、次の場合に鈴鹿市役所内に設置

する。 

（１）～（２）略 

（３）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（調

査中）」を発表し、三重県が「南海 トラフ

地震準備体制」を取ったとき。  

（４）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」を発表したとき。  

（５）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）」を発表したとき。  

（６）東海地震の強化地域内に東海地震注意

情報又は予知情報が発せられたとき。 

（７）県内（鈴鹿市を除く。）に震度５強以

上の地震が発生したとき。 

（８）その他異常な自然現象、人為的原因に

よる災害又は広範囲に災害が発生又は 予

想されるときに、市長が必要と認めたと

き。 

 

 ２ 災害対策本部の廃止  

本部は、次の場合に災害対策本部を廃止

する。  

 

（１）略  

（２）「南海トラフ地震臨時情報（調査終

了）」が発表され、市内で被害が確認さ れ

なかったとき。  

（３）「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

警戒）」の警戒措置、「南海トラフ地 震臨

時情報（巨大地震注意）」の注意措置のい

ずれも解除され、市内で被害 が確認され

なかったとき。  
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続き 

 

（４）削除 

 

（３）市内において予想された災害による危

険が解消したとき。 

（４）応急対策が概ね完了したと認められた

とき。 

（５）その他、災害対策本部長が必要と認め

たとき。 

（４）東海地震注意情報、予知情報のいずれ

も解除されたとき。 

（５）市内において予想された災害による危

険が解消したとき。 

（６）応急対策が概ね完了したと認められた

とき。  

（７）その他、災害対策本部長が必要と認め

たとき。 

11 所掌事務 

１ 避難行動要支援者等の支援に係る業務 

所掌事務 

１ 災害時要援護者等の支援に係る業務 

11～12 部 

こども政策部長 

○こども政策部 

班 

○こども政策課長 

○こども育成課長 

○こども家庭支援課長 

医療班 

○こども保健課長 

班員 

こども政策課員 

こども育成課員 

こども家庭支援課員 

こども保健課員 

部 

子ども政策部長 

○子ども政策部 

班 

○子ども政策課長 

○子ども育成課長 

○子ども家庭支援課長 

医療班 

〇子ども保健課長 

班員 

子ども政策課員 

子ども育成課員 

子ども家庭支援課員 

子ども保健課員 
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消防活動班 

◎中央消防署長 

○削除 

○中央消防署副署長 

○南消防署長 

○統括指揮課長 

班員 

中央消防署員 

〃北分署員 

〃西分署員 

〃東分署員 

消防活動班 

◎中央消防署長 

○中央消防署統括指揮監 

○中央消防署副署長 

○南消防署長 

 

班員 

中央消防署員 

〃北分署員 

〃西分署員 

〃東分署員 
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続き 〃鈴峰分署員 

南消防署員 

〃天名分署員 

統括指揮課員 

〃鈴峰分署員 

南消防署員 

〃天名分署員 
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第５項 配備体制 

１ 略 

２－１ 第２非常配備（警戒体制）（大雪体

制・災害対策本部設置）  

（１） 略 

２－２ 第２非常配備（南海トラフ 地震

臨時情報 （巨大地震注意）体制） 

（１）「南海トラフ地震臨時情報（巨大地

震注意）」が発表されたとき 

２－３ 第２非常配備（警戒体制）（初

動体制・災害対策本部設置） 

（１）市内に大雨警報又は洪水警報が発表

されたとき。 

（２）削除 

 

 

（２）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震注意）」を発表したとき。 

２－４ 第２非常配備（警戒体制）（本体

制・災害対策本部設置） 

（１）～（３）略 

（４）「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

警戒）」が発表され、かつ、市長が必要と

認めたとき。 

（５）削除 

 

（５）県内（鈴鹿市を除く）に震度５強以

上の地震が発生したとき。 

（６）遠地地震により、津波警報が発表さ

れたとき。 

 

第５項 配備体制 

１ 略 

２－１ 第２非常配備（警戒体制）（大雪体

制・災害対策本部設置）  

（１） 略 

 

 

 

 

２－２ 第２非常配備（警戒体制）（初動体

制・災害対策本部設置）  

（１）市内に大雨警報又は洪水警報が発表

されたとき。 

（２）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（調

査中）」を発表し、三重県が「南海 トラフ

地震準備体制」を取ったとき。  

（３）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」を発表したとき。  

２－３ 第２非常配備（警戒体制）（本体

制・災害対策本部設置）  

（１）～（３）略 

（４）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）」を発表したとき。 

 

（５）東海地震の強化地域内に東海地震注意

情報が発表されたとき。  

（６）県内（鈴鹿市を除く）に震度５強以上

の地震が発生したとき。 

（７）遠地地震により、津波警報が発表され

たとき。 
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続き （７）その他異常な自然現象又は人為的原因

による災害が発生又は予想されるとき 

に、市長が必要と認めたとき。 

４ 第４非常配備（非常体制）（災害対策本部

設置） 次の場合は、市職員全員とする。  

（１） 略 

（８）その他異常な自然現象又は人為的原因

による災害が発生又は予想されるとき 

に、市長が必要と認めたとき。 

４ 第４非常配備（非常体制）（災害対策本部

設置） 次の場合は、市職員全員とする。  

（１） 略 
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（２）削除 

 

（２）津波警報又は、大津波警報が発表され

たとき。  

（３）広範囲に災害が発生又は予想されると

きに、市長が必要と認めたとき。 

 

５ 非常配備時における注意点  

（１）各班は、必要に応じて災害対策本部室

に隣接する災害対策要員待機室（502 ミー

ティングルーム）に情報整理担当者を待機

させ、本部内の情報の共有を図る。 

（２）東海地震の強化地域内に東海地震予知

情報が発表されたとき。  

（３）津波警報又は、大津波警報が発表され

たとき。  

（４）広範囲に災害が発生又は予想されると

きに、市長が必要と認めたとき。 

 

５ 非常配備時における注意点 

（１）各班は、必要に応じて災害対策本部室

に隣接する災害対策要員待機室（502 ミ ー

ティングルーム）に情報整理担当者を待機

し、本部内の情報の共有を図る。 
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６ 削除 

６ ＮＴＴ西日本株式会社三重支店 

（１）～（３） 略 

７ 中部電力パワーグリッド株式会社鈴鹿

営業所   

（１）～（６） 略 

８ 日本郵便株式会社鈴鹿郵便局 

 略 

９ 鈴鹿市医師会 

（１）～（２） 略  

１０ 三重交通株式会社中勢営業所 

（１）～（３） 略  

６ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

（１）西日本電信電話株式会社三重支店 

ア～ウ 略 

（２） 中部電力パワーグリッド株式会社

鈴鹿営業所   

ア～カ 略 

（３） 日本郵便株式会社鈴鹿郵便局 

 略 

（４） 鈴鹿市医師会 

ア～イ 略  

（５）三重交通株式会社中勢営業所 

ア～ウ 略  
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22 １１ 自動車運送関係企業 

 略 

１２ 報道機関 

（１）～（３） 略  

１３ ガス事業者（三重県鈴鹿ＬＰガス協議

会及び東邦ガス株式会社北勢導管課） 

（１） 略 

１４ 公共的団体及び防災上重要な施設の

管理者 

 

（６）自動車運送関係企業 

 略 

（７）報道機関 

ア～ウ 略  

（８）ガス事業者（三重県鈴鹿ＬＰガス協議

会及び東邦ガス株式会社北勢導管課） 

ア 略 

７ 公共的団体及び防災上重要な施設の管

理者 

 

26 第２項 市が実施する対策  

１ 現状 

市域には、県が調査した山腹崩壊危険地区６

箇所、崩壊土砂流出危険地区１４箇所、三重

県が平成２５年度から令和６年度にかけて

指定した土砂災害警戒区域２３８箇所があ

る。土砂災害警戒区域等については、県によ

り緊急施工の必要がある箇所から砂防工事

等が実施され、危険区域内における有害行為

の制限、防災措置の指導・勧告等がなされて

いる。また、これら危険箇所における警戒避

難体制の確立等総合的な土砂災害対策が推

進されている。 

第２項 市が実施する対策  

１ 現状  

市域には、県が調査した土石流危険渓流２７

箇所、急傾斜地崩壊（がけ崩れ）危険箇 所

１８９箇所（砂防指定箇所４０箇所）、地す

べり危険箇所２箇所（地すべり指定箇所 １

箇所）、山腹崩壊危険地区６箇所、崩壊土砂

流出危険地区１４箇所、三重県が平成２５年

度から令和２年度にかけて指定した土砂災

害警戒区域２３８箇所がある。土砂災害警戒

区域等については、県により緊急施工の必要

にある箇所から砂防工事等が実施され、危険

区域内における有害行為の制限、防災措置の

指導・勧告等がなさ れている。また、これ

ら危険箇所における警戒避難体制の確立等

総合的な土砂災害対策が推進 されている。 

27 ５ 避難行動要支援者関連施設の土砂災害対

策（危機管理部、こども政策部、健康福祉

部、土木部）  

土砂災害の犠牲者となりやすい高齢者、障が

い者等の避難行動要支援者に関連した病院、

老人ホーム、幼稚園等の施設を含む土砂災害

警戒区域等について、砂防、地すべり、急傾

斜地崩壊対策工事を重点的に実施するよう

県に要請する。 

５ 災害時要援護者関連施設の土砂災害対策

（危機管理部、子ども政策部、健康福祉部、 

土木部）  

土砂災害の犠牲者となりやすい高齢者、障が

い者等の災害時要援護者に関連した病院、老

人ホーム、幼稚園等の施設を含む土砂災害警

戒区域等について、砂防、地すべり、急傾斜

地崩壊対策工事を重点的に実施するよう県

に要請する。 



7 
 

37 ３ 監視体制の確立 

市は、林野火災防止のため、県と連携を図り、

林業関係者等による火気の早期発見と迅速

な通報の行える体制の確立に努める。特に、

火災警報発令時においては、市及び林野の所

有（管理）者は、火の使用制限を徹底する等

万全の対策を推進する。 

３ 監視体制の確立 

市は、県と一体となって、林野火災防止のた

め、林業普及指導員等と連携を図り、火気の

早期発見と迅速な通報の行える体制の確立

に努める。特に、火災警報発令時においては、

市及び林野の所有（管理）者は、火の使用制

限を徹底する等万全の対策を推進する。 

42 ４ 電話回線の優先使用（総務部）  

 

災害時の電話回線の優先利用（基本法第５７

条）及び優先使用（基本法第７９条）を確保

するため、ＮＴＴ西日本株式会社三重支店と

あらかじめ協議を行い、使用手続を定める。 

 

５ 略 

６ 避難行動要支援者への配慮（危機管理

部、総務部、健康福祉部） 

高齢者、障がい者、外国人等の避難行動要支

援者にも配慮した、わかりやすい情報伝達、

収集の手段及び体制の整備を図る。 

４ 電話回線の優先使用（総務部、政策経営

部）  

災害時の電話回線の優先利用（基本法第５７

条）及び優先使用（基本法第７９条） を確

保するため、西日本電信電話株式会社三重支

店とあらかじめ協議を行い、使用手 続を定

める。 

５ 略 

６ 災害時要援護者への配慮（危機管理部、

総務部、健康福祉部） 

高齢者、障がい者、外国人等の災害時要援護

者にも配慮した、わかりやすい情報伝達、収

集の手段及び体制の整備を図る。 

43 第２項 市が実施する対策 

１ 略 

２ 非常食料、生活物資の備蓄（危機管理部、

上下水道局） 

市は感染症（新型コロナウイルス感染症等）

の感染状況を踏まえつつ、災害時に必要とさ

れる食料、飲料水、生活必需品及び関連資機

材の備蓄物資数量目標が設定された「鈴鹿市

備蓄計画（令和５年度策定）」をもとに、企

業等の協力を得ながら、あらかじめ調達体制

を構築しておく。 なお、物資や資機材の管

理は、「新物資システム（B-PLo）」等を活用

して行う。 

 

 

第２項 市が実施する対策 

１ 略 

２ 非常食料、生活物資の備蓄（危機管理部、

上下水道局）  

市は感染症（新型コロナウイルス感染症等）

の感染状況を踏まえつつ、災害時に必要とさ

れる食料、飲料水、生活必需品及び関連資機

材の備蓄物資数量目標が設定され た「鈴鹿

市備蓄計画（令和５年度策定）」をもとに、

企業等の協力を得ながら、あらかじめ調達体

制を構築しておく。 なお、物資や資機材の

管理は、「物資調達・輸送調整等支援システ

ム」等を活用して行う。 
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45 第２項 市が実施する対策  

１ 市民に対する啓発（危機管理部、政策経

営部、地域振興部、健康福祉部、こども政

策部、消防本部）  

災害発生時における被害を軽減し、防災応急

対策活動を円滑に行うため、市民、地域に対

し、避難生活支援に関する知見やノウハウな

ど防災上必要な知識を普及し、平常時からの

備えと災害発生時の的確な行動等、風水害に

関する正しい知識と情報を提供する。 また、

防災知識の普及啓発に当たっては、高齢者、

障がい者、外国人、乳幼児等の 避難行動要

支援者に対する配慮や、防災対策への女性の

参画について、市民の理解を深めるように努

める。 

第２項 市が実施する対策  

１ 市民に対する啓発（危機管理部、政策経

営部、地域振興部、健康福祉部、子ども政

策部、消防本部）  

災害発生時における被害を軽減し、防災応急

対策活動を円滑に行うため、市民、地 域に

対し、避難生活支援に関する知見やノウハウ

など防災上必要な知識を普及し、平 常時か

らの備えと災害発生時の的確な行動等、風水

害に関する正しい知識と情報を提 供する。 

また、防災知識の普及啓発に当たっては、高

齢者、障がい者、外国人、乳幼児等の災害時

要援護者に対する配慮や、防災対策への女性

の参画について、市民の理解を深めるように

努める。 

46 ２ 児童・生徒に対する教育（危機管理部、

教育委員会） 

（１）略 

（２）内容  

ア～エ 略  

オ 避難行動要支援者に関する知識 

３ 社会福祉施設等に対する教育(危機管理

部、健康福祉部、こども政策部)  

社会福祉施設等の職員等に対して、風水害等

に関する基礎的知識の習得する機会を設け、

災害時においても適切な対応ができるよう、

啓発を行う。  

４ 指定管理者に対する教育(危機管理部、各

担当部)  

指定管理者の施設の職員等に対して、風水害

等に関する基礎的知識の習得する機会を設

け、災害時においても適切な対応ができるよ

う、啓発を行う。 

 

 

２ 児童・生徒に対する教育（危機管理部、

教育委員会） 

（１）略 

（２）内容  

ア～エ 略  

オ 災害時要援護者に関する知識 

３ 社会福祉施設等に対する教育(危機管理

部、健康福祉部、子ども政策部)  

社会福祉施設等の職員等に対して、風水害等

に関する基礎的知識の習得する機会を 設

け、災害時においても適切な対応が出来るよ

う、啓発を行う。  

４ 指定管理者に対する教育(危機管理部、各

担当部)  

指定管理者の施設の職員等に対して、風水害

等に関する基礎的知識の習得する機会 を設

け、災害時においても適切な対応が出来るよ

う、啓発を行う。 
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47 ６ 個人備蓄の促進に関する啓発（危機管理

部、地域振興部、健康福祉部、こども政策 

部、上下水道局） 

６ 個人備蓄の促進に関する啓発（危機管理

部、地域振興部、健康福祉部、子ども政策 

部、上下水道局） 

48 第２項 市が実施する対策  

訓練を実施する際には、男女共同参画の視点

を取り入れることに加え、高齢者、障がい者、

外国人等の避難行動要支援者や女性、自主防

災組織、企業、ボランティア団体等の多様な

主体の参画に努める。 

第２項 市が実施する対策  

訓練を実施する際には、男女共同参画の視点

を取り入れることに加え、高齢者、障がい者、

外国人等の災害時要援護者や女性、自主防災

組織、企業、ボランティア団体等の 多様な

主体の参画に努める。 

49 ６ 水防法及び土砂災害防止法に基づく避難

確保計画策定施設に対する防災訓練支援 

（危機管理部、健康福祉部、こども政策部、

教育委員会）  

水防法及び土砂災害防止法に基づき、避難確

保計画の策定が義務付けられた施設につい

ては、同計画に基づく訓練の実施が義務付け

られていることから、訓練結果の確認を行う

とともに、支援を実施する。  

第３項 市民や地域が実施する対策  

１ 地域の防災訓練  

自主防災組織、自治会、地域づくり協議会

及び防災ボランティアグループ等地域の

団体が主体となって、当該地域の特性を考

慮し、近隣多数の市民の参加による、初期

消火、救助、避難所運営等の訓練を実施す

る。 また、訓練には、避難行動要支援者

等や女性が参画するよう努める。 

６ 水防法及び土砂災害防止法に基づく避難

確保計画策定施設に対する防災訓練支援 

（危機管理部、健康福祉部、子ども政策部、

教育委員会）  

水防法及び土砂災害防止法に基づき、避難確

保計画の策定が義務付けられた施設につい

ては、同計画に基づく訓練の実施が義務付け

られていることから、訓練結果の確認を行う

とともに、支援を実施する。  

第３項 市民や地域が実施する対策  

１ 地域の防災訓練  

自主防災組織、自治会、地域づくり協議会

及び防災ボランティアグループ等地域の

団体が主体となって、当該地域の特性を考

慮し、近隣多数の市民の参加による、初期 

消火、救助、避難所運営等の訓練を実施す

る。 また、訓練には、災害時要援護者等

や女性が参画するよう努める。 

50～55 

 

 

 

 

 

 

第１２節 避難行動要支援者対策計画 

第１項 計画の主旨 

近年では、大規模災害時における情報の入手

や自力での避難が困難な高齢者、障がい者等

の避難行動要支援者対策の推進が迫られて

いる。避難行動要支援者の被害を最小限にと

どめるため、市は、国が示した「災害時要援

護者の避難支援ガイドライン」（平成１８年

第１２節 災害時要援護者対策計画 

第１項 計画の主旨  

近年では、大規模災害時における情報の入手

や自力での避難が困難な高齢者、障がい者等

の災害時要援護者対策の推進が迫られてい

る。災害時要援護者の被害を最小限にとどめ

るため、市は、国が示した「災害時要援護者

の避難支援ガイドライン」（平成１８年 ３
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続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３月災害時要援護者の避難対策に関する検

討会）、「避難行動要支援者の避難行動支援

に関する取組指針」（平成２５年８月内閣

府）を基に全体計画を策定する。さらに、個

人情報に配慮しつつ避難行動要支援者の情

報を庁内で共有・把握するとともに、平常時

から地域において避難行動要支援者を支援

する体制整備に努める。 

 

第２項 避難行動要支援者の定義 

 

国において、平成２５年６月の災害対策基本

法の一部改正により、高齢者、障がい者、乳

幼児等特に配慮を要する者(「要配慮者」)の

うち、災害発生時の避難等に特に支援を要す

る人（自ら避難することが困難な人）を「避

難行動要支援者」とすることとされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３項 市が実施する対策 

市は、水防法に基づく対策のほか、関連部門

が把握している避難行動要支援者に関する

情報を、災害時に活用することを目指すとと

もに、民生委員・児童委員や自治会、自主防

災組織などに対して、避難支援に関する情報

を提供できる体制の整備に取り組む。 

 

 

月災害時要援護者の避難対策に関する検討

会）、「避難行動要支援者の避難行動支援に 

関する取組指針」（平成２５年８月内閣府）

を基に全体計画を策定する。さらに、個人情 

報に配慮しつつ災害時要援護者の情報を庁

内で共有・把握するとともに、平常時から地 

域において災害時要援護者を支援する体制

整備に努める。 

 

第２項 災害時要援護者の定義の沿革と本

市における定義付け  

国において、平成２５年６月の災害対策基本

法の一部改正により、高齢者、障がい者、乳

幼児等特に配慮を要する者(「要配慮者」)の

うち、災害発生時の避難等に特に支援を 要

する人（自ら避難することが困難な人）を「避

難行動要支援者」とすることとされた。また、

「避難行動要支援者」に関しては、名簿（避

難行動要支援者名簿）の作成を地方 自治体

に義務付けることなどが規定されるなか、

“既に災害時要援護者名簿を作成済みの 地

方自治体においては、その名簿を目的の範囲

内で活用することも可能”とされること か

ら、本市においては、「避難行動要支援者名

簿」に替えて、「災害時要援護者名簿」、並 び

に「災害時要援護者」の名称を継続する。 

第３項 市が実施する対策  

市は、水防法に基づく対策のほか、関連部門

が把握している災害時要援護者に関する 情

報を、災害時に活用することを目指すととも

に、民生委員・児童委員や自治会、自主 防

災組織などに対して、避難支援に関する情報

を提供できる体制の整備に取り組む。 
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１ 高齢者、障がい者等に対する防災対策

（危機管理部、健康福祉部、消防本部） 

市は、基本法及び鈴鹿市避難行動要支援者名

簿及び個別避難計画の作成等に関する要綱

（令和６年９月12日告示第184号）の規定に

基づき、市内に居住する高齢者、障害者その

他の特に配慮を要する者のうち、災害が発生

し、又は発生するおそれがある場合に自ら避

難することが困難な者について、その円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため、避難行動要

支援者名簿及び個別避難計画の作成に努め

る。 

（１）削除 

 

 

 

 

 

 

（１）避難行動要支援者名簿の作成 

市は、基本法第４９条の１０及び鈴鹿市避難

行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成

等に関する要綱第４条の規定に基づき、災害

の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限

度で、避難行動要支援者名簿を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 災害時要援護者における対策 

（危機管理部、健康福祉部、消防本部） 

市は、基本法及び鈴鹿市災害時要援護者支援

活動実施要綱の規定に基づき、各号に 掲げ

る対策に努める。  

 

 

 

 

 

 

 

（１）高齢者や障がい者等の状況把握  

市は、鈴鹿市災害時要援護者支援活動実施要

綱（平成２１年１月６日告示第５号） 第１

条の規定に基づき、一人暮らしの高齢者又は

障がい者等が、災害時等における 地域での

支援を受けるための仕組みを整備すること

に努める。 

（２）災害時要援護者名簿作成  

市は、基本法第４９条の１０及び鈴鹿市災害

時要援護者支援活動実施要綱第５条 の規定

に基づき、災害の発生に備え、避難支援等の

実施に必要な限度で、災害時要援護者台帳を

整備し、本要綱上の台帳を名簿とする。  
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続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 避難行動要支援者の範囲 

避難行動要支援者の範囲は、次に掲げる者

（社会福祉施設又は医療機関等に長期入所

し、又は長期入院している者を除く。）と

する。 

 

 

(ア) 介護保険法（平成９年法律第123号） 

第19条第１項に規定する要介護認定（第５

号ア(イ)において「要介護認定」という。）

を受けている者のうち、その要介護状態区

分が要介護３、要介護４又は要介護５であ

る者 

(イ) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第

283号） 

第15条第４項に規定する身 体障害者手帳

の交付を受けている者のうち、その障害程

度等級が１級又は２級である者 

(ウ) 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和25年法律第123号） 

第45条第２項に規定する精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けている者のうち、その

障害等級が１級又は２級である者 

(エ) 三重県療育手帳制度実施要綱（昭和

63年障第117号） 

第４条に規定する療育手帳の交付を受けて

いる者のうち、その障がい程度が最重度（Ａ

１）又は重度（Ａ２）である者 

(オ) 名簿への登録を希望する者であって

次のいずれかに該当するもの（前各号に

掲げる者を除く。） 

ａ 単身の世帯に属する者であって次のい

ずれかに該当するもの 

(ａ) 70歳以上の者 

(ｂ) 要介護認定を受けている者又は介護

ア 災害時要援護者名簿に記載する者の範囲 

災害時要援護者名簿に記載する者は、次に掲

げる者のうち災害時要援護者名簿への記載

について本人又は代理人から申し出のあり、

かつ支援組織への情報提供 に同意した者と

する。（鈴鹿市災害時要援護者支援活動実施

要綱に基づく）  

（ア）６５歳以上の者でひとり暮らしの者 

 

 

 

 

 

（イ）７５歳以上の者のみの世帯の世帯員  

 

 

 

 

（ウ）６５歳以上のみの世帯で、介護度３以

上の者がいる世帯員  

 

 

 

（エ）身体障害者手帳１級又は２級の交付を

受けた者でひとり暮らしの者  

 

 

 

（オ）療育手帳の交付を受けた者でひとり暮

らしの者  
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続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険法第19条第２項に規定する要支援認

定を受けている者 

(ｃ) 精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けている者 

(ｄ) 療育手帳の交付を受けている者 

ｂ 次のいずれかに該当する世帯（ａの世

帯を除く。）に属する者 

(ａ) 75歳以上の者のみで構成される世帯 

(ｂ) 70歳以上の者のみで構成される世帯

（(ａ)に掲げる世帯を除き、要介護状態

区分が要介護３、要介護４又は要介護５

に該当する者を含む世帯に限る。） 

ｃ 難病の患者に対する医療等に関する法

律（平成26年法律第50号）第７条第４項

に規定する医療受給者証の交付を受けて

いる者 

 

(カ) 前各号に掲げる者のほか、災害が発

生し、又は発生するおそれがある場合に

自ら避難することが困難な者であって、

その円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

め特に支援を要すると市長が認めるもの 

 

（キ）削除 

 

（ク）削除 

 

イ 名簿情報 

名簿には、避難行動要支援者に関する次に

掲げる事項を記載し、又は記録するものと

する。 

(ア) 氏名 

(イ) 生年月日 

(ウ) 性別 

(エ) 住所又は居所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（カ）精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

た者でひとり暮らしの者 

 

 

 

 

（キ）介護度「要支援」以上の者でひとり暮

らしの者  

（ク）前各号に掲げる者に準ずる状態にある

者 

イ 災害時要援護者名簿情報を提供する支援

組織関係者の範囲  

災害時要援護者名簿情報は、消防機関、県警

察、市社会福祉協議会、地域包括 支援セン

ター及び民生委員・児童委員や、情報漏えい

の防止のために必要な措置 が図られた自治

会、自主防災組織その他避難支援等の実施に

携わる支援組織へ提供する。 
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(オ) 電話番号その他の連絡先 

(カ) 避難支援等を必要とする事由 

(キ) 前各号に掲げるもののほか、避難支

援等の実施に関し市長が必要と認める 

事項 

 

ウ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 避難行動要支援者名簿の更新に関する

事項 

市は、定期的に避難行動要支援者名簿の更

新を行うとともに、災害による停電等を考

慮し、電子媒体での管理に加え、紙媒体で

も保管する。 

オ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 災害時要援護者名簿作成に必要な個人情

報  

災害時要援護者名簿には、次に掲げる事項を

記載する。 

（ア）氏名  

（イ）生年月日  

（ウ）性別  

（エ）住所又は居所 

（オ）電話番号その他の連絡先  

（カ）避難支援等を必要とする事由  

（キ）上記に掲げるもののほか、避難支援等

の実施に関し市が必要と認める事項  

エ 災害時要援護者名簿の更新に関する事項  

市は、定期的に災害時要援護者名簿の更新を

行うとともに、所在マップとして 地図情

報を備える。また、災害による停電等を考

慮し、電子媒体での管理に加え、 紙媒体

でも保管する。 

オ 災害時要援護者名簿情報の提供 

市は、災害の発生に備え、避難支援等の実施

に必要な限度で災害時要援護者名 簿のう

ち、平常時において情報開示に同意を得た者

の部分について、消防機関、 県警察、市社

会福祉協議会、地域包括支援センター、民生

委員・児童委員や情報 漏えいの防止のため

に必要な措置が図られた自治会、自主防災組

織等へ提供する。 

カ 災害時要援護者名簿情報の適切な管理 

市は、支援組織において、災害時要援護者情
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キ 削除 

 

 

（２）個別避難計画の作成 

市は、名簿情報その他の市が保有する情報

を基に、名簿情報に係る避難行動要支援者

ごとに計画を作成するものとする。ただし、

計画を作成することについて当該避難行動

要支援者の同意が得られない場合は、この

限りでない。 

ア 計画情報 

計画には、避難行動要支援者に関する次に

掲げる事項を記載し、又は記録するものと

する。 

(ア) 名簿情報に掲げる事項 

(イ) 避難支援等実施者（避難支援等関係

者のうち当該計画に係る避難行動要支援

者について避難支援等を実施する者）の

氏名又は名称、住所又は居所及び電話番

号その他の連絡先 

(ウ) 避難施設その他の避難場所及び避難

路その他の避難経路に関する事項 

(エ) 前各号に掲げるもののほか、避難支

報の適正な管理が図られるよう情 報漏えい

防止のために適切な措置を講ずるよう努め

る。 なお、基本法第４９条の１１の規定に

基づき、災害が発生し、又は発生するお そ

れがある場合において、災害時要援護者の生

命又は身体を災害から保護するた めに特に

必要があると認めるときは、避難支援等の実

施に必要な限度で、避難支援等関係者その他

の者に対し、名簿情報を提供することができ

る。この場合にお いては、名簿情報を提供

することについて本人の同意を得ることを

要しない。  

キ 支援組織関係者の安全確保 市は、避難支

援等の実施に携わる自主防災組織等の支援

者の安全確保の措置を 講じる。  

（３）個別避難計画の作成  

市は避難支援等に携わる関係者と連携して、

高齢者や障がい者などの災害時要援護者の

逃げ遅れを防ぐため、避難先や移動手段、必

要な持ち出し品、支援者名など を記載し、

一人ひとり避難方法を事前に取り決めてお

く個別避難計画の策定に努める。  
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援等の実施に関し市が必要と認める事項 

（３）名簿情報等の提供 

市は、災害の発生に備え、避難支援等の実

施に必要な限度で、自治会、自主防災組織、

民生委員又は児童委員、消防署、消防団、

社会福祉協議会、地域包括支援センター、

警察署その他の避難支援等の実施に携わる

避難支援等関係者に対し、名簿情報及び計

画情報を提供するものとする。ただし、名

簿情報等を提供することについて当該名簿

情報等に係る避難行動要支援者（計画情報

を提供する場合にあっては、避難行動要支

援者及び避難支援等実施者）の同意が得ら

れない場合は、この限りでない。 

なお、基本法第４９条の１１の規定に基づ

き、災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合において、避難行動要支援者の生

命又は身体を災害から保護するために特に

必要があると認めるときは、避難支援等の

実施に必要な限度で、避難支援等関係者そ

の他の者に対し、名簿情報等を提供するこ

とができる。 

（４）名簿情報等の管理 

名簿情報等の提供を受けたものは、名簿情

報等の漏えい、紛失、毀損及び改ざんの防

止その他の名簿情報等の適正な管理のた

め、次に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。 

ア 避難支援等の目的以外の目的のために

名簿情報等を自ら利用し、又は第三者に

提供しないこと。 

イ 名簿情報等を市の許可なく複製しない

こと。 
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ウ 名簿情報等を施錠可能な場所等で厳重

に管理すること。 

エ 名簿情報等被提供者が法人その他の団

体である場合にあっては、当該団体にお

いて名簿情報等を管理する者を定めるこ

と。この場合において、その任を後任の

者に引き継ぐときは、適切に名簿情報等

を引き継ぐこと。 

（５）緊急警報システム等の整備 

市は、避難行動要支援者の対応能力を考慮

した緊急警報システム（ＦＡＸによる緊

急警報システム等）の充実に努めるとと

もに、自主防災組織、近隣居住者等の協

力を得て、迅速かつ安全に避難が行える

よう、地域ぐるみの避難誘導システムの

確立に努める。 

（６）社会福祉施設対策 

（７）避難対策及び生活支援  

（８）応援協力体制の整備 

市は、災害時の避難行動要支援者に対する

救援活動等を円滑に実施するため、平常時

から医療機関、社会福祉協議会、地域包括

支援センター、社会福祉施設、居宅介護支

援事業所、近隣住民やボランティア組織、

三重県災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）、

国及び他の地方公共団体、企業等との応援

協力体制の確立に努め、人員体制に不足が

ある場合は、三重県に対し応援職員の派遣

について要請を行う。 

（９）防災教育・防災訓練の実施 

市は、社会福祉施設、障がい者団体、近隣

住民等の協力を得て避難行動要支援者が自

らの災害対応能力を高めるために、避難行

動要支援者の特性に合わせた防災教育や防

災訓練の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）緊急警報システム等の整備  

市は、災害時要援護者の対応能力を考慮した

緊急警報システム（ＦＡＸによる緊 急警報

システム等）の充実に努めるとともに、自主

防災組織、近隣居住者等の協力 を得て、迅

速かつ安全に避難が行えるよう、地域ぐるみ

の避難誘導システムの確立 に努める。  

 

（５）社会福祉施設対策  

（６）避難対策及び生活支援  

（７）応援協力体制の整備  

市は、災害時の災害時要援護者に対する救援

活動等を円滑に実施するため、平常 時から

医療機関、社会福祉協議会、地域包括支援セ

ンター、社会福祉施設、居宅介 護支援事業

所、近隣住民やボランティア組織、三重県災

害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）、国及び他の

地方公共団体、企業等との応援協力体制の確

立に努め、人員体制に 不足がある場合は、

三重県に対し応援職員の派遣について要請

を行う。  

（８）防災教育・防災訓練の実施  

市は、社会福祉施設、障がい者団体、近隣住

民等の協力を得て災害時要援護者が 自らの

災害対応能力を高めるために、災害時要援護

者の特性に合わせた防災教育や 防災訓練の

充実を図る。  
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（１０）停電時における医療機器の電源の

確保 

 略 

２ 妊産婦、乳幼児、外国人等に対する防

災対策（危機管理部、地域振興部、こど

も政策部、健康福祉部、消防本部） 

 

３ 水防法（昭和２４年法律第１９３号）

及び土砂災害防止法（平成１２年５月８

日法律第５７号）に基づく対策（危機管

理部、健康福祉部、こども政策部、消防

本部） 

第５項 市民や地域が実施する対策 

１ 平常時からの準備 

（１）災害時における避難行動要支援者の

避難誘導及び安否確認については、近隣

住民等避難支援等実施者の協力が不可欠

となることから、平常時から避難行動要

支援者の把握に努め、地域内での見守り

等交流を深める。 

（２）大規模災害発生時に、地域で円滑な

避難所運営を図るため、平常時から避難

行動要支援者が参加した避難訓練や避難

所運営訓練の実施に努める。 

（３）略 

（４）避難行動要支援者及びその家族は、

平常時から地域活動（防災訓練など）に

積極的に参加し、災害時に手助けが必要

な状況を理解してもらえるよう、地域住

民等との関係構築、交流に努める。 

（５）避難行動要支援者は、災害時に救援

活動が迅速かつ円滑に行われるように、

近隣住民等避難支援等実施者及び支援団

体等避難支援等関係者へ必要な情報を提

供し、市へ個別避難計画登録申出を行う。 

（９）停電時における医療機器の電源の確保 

 略 

 

２ 妊産婦、乳幼児、外国人等に対する防災

対策（危機管理部、地域振興部、子ども政 

策部、健康福祉部、消防本部） 

 

３ 水防法（昭和２４年法律第１９３号）及

び土砂災害防止法（平成１２年５月８日法 

律第５７号）に基づく対策（危機管理部、

健康福祉部、子ども政策部、消防本部） 

  

第５項 市民や地域が実施する対策 

１ 平常時からの準備  

（１）災害時における災害時要援護者の避難

誘導及び安否確認については、近隣住民等 

地域支援者の協力が不可欠となることか

ら、平常時から災害時要援護者の把握に努 

め、地域内での見守り等交流を深める。  

 

（２）大規模災害発生時に、地域で円滑な避

難所運営を図るため、平常時から災害時要 

援護者が参加した避難訓練や避難所運営

訓練の実施に努める。 

（３）略 

（４）災害時要援護者及びその家族は、平常

時から地域活動（防災訓練など）に積極的

に参加し、災害時に手助けが必要な状況を

理解してもらえるよう、地域住民等との関

係構築、交流に努める。  

（５）災害時要援護者は、災害時に救援活動

が迅速かつ円滑に行われるように、近隣住 

民等地域支援者及び支援団体等へ必要な

情報を提供し、市へ災害時要援護者台帳登

録を行う。  
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（６）避難行動要支援者やその家族は、自

分の住んでいる地域の避難場所や収容避

難所等の位置を確認し、避難経路をあら

かじめ把握する。 

（７）災害は、家族全員が揃っているとき

に起こるとは限らないため、避難行動要

支援者については、あらかじめ、家族間

でそれぞれの避難場所や連絡方法、集合

場所を決めておく。 

（８）～（９）略 

２ 災害発生時の対応 

（１）地域において、高齢者、障がい者等

の避難行動要支援者がいることを理解

し、状況に応じて声をかけて、一緒に避

難する。 

（２）避難場所等における避難行動要支援

者への対応については、避難支援等実施

者や地域担当スタッフを決めて必要な支

援に取り組むことに努める。 

（３）収容避難所において、段差の少ない

場所やトイレに近い場所に、高齢者や障

がい者を配置したり、集団で過ごすこと

が苦手な人や妊産婦等のためのスペース

を確保するなど避難行動要支援者の特性

に応じた対応を行う。 

（４）～（５）略 

（６）食料や生活物資の配布において、避

難行動要支援者に配慮して配布する。ま

た、避難していない避難行動要支援者が

いるときは、自宅に取り残されていない

か等協力して安否の確認を行う。 

（６）災害時要援護者やその家族は、自分の

住んでいる地域の避難場所や収容避難所

等 の位置を確認し、避難経路をあらかじ

め把握する。  

（７）災害は、家族全員が揃っているときに

起こるとは限らないため、災害時要援護者 

については、あらかじめ、家族間でそれぞ

れの避難場所や連絡方法、集合場所を決 

めておく。 

（８）～（９）略 

２ 災害発生時の対応  

（１）地域において、高齢者、障がい者等の

災害時要援護者がいることを理解し、状況 

に応じて声をかけて、一緒に避難する。  

 

（２）避難場所等における災害時要援護者へ

の対応については、地域支援者や地域担当 

スタッフを決めて必要な支援に取り組む

ことに努める。  

（３）収容避難所において、段差の少ない場

所やトイレに近い場所に、高齢者や障がい 

者を配置したり、集団で過ごすことが苦手

な人や妊産婦等のためのスペースを確保 

するなど災害時要援護者の特性に応じた

対応を行う。  

（４）～（５）略 

（６）食料や生活物資の配布において、災害

時要援護者に配慮して配布する。また、避

難していない災害時要援護者がいるとき

は、自宅に取り残されていないか等協力し

て安否の確認を行う。 

56 

 

 

１ 自主防災組織の結成促進（危機管理部、

消防本部） 

（１）略 

（２）活動内容  

１ 自主防災組織の結成促進（危機管理部、

消防本部） 

（１）略 

（２）活動内容  
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ア～キ略   

ク 避難行動要支援者への配慮や避難対策 

ケ 略 

ア～キ略  

ク 災害時要援護者への配慮や避難対策  

ケ 略 

58 ３ 河川施設（土木部）  

（１）本市の河川は、一級河川を始めとし、

二級河川、準用河川、末端水路まで至るが、 

堤防損壊に起因する浸水を未然に防止す

るため、改修効果の大きい箇所又は緊急度

の高い箇所から改修に努める。 

３ 河川施設（土木部）  

（１）本市の河川は、１級河川を始めとし、

２級河川、準用河川、末端水路まで至るが、 

堤防損壊に起因する浸水を未然に防止す

るため、改修効果の大きい箇所又は緊急度 

の高い箇所から改修に努める。 

61 第１５節 避難対策計画 

第１項 計画の主旨  

市は、関係機関と協力し、帰宅困難者や避難

行動要支援者に配慮して、避難場所及び避 

難路を整備するとともに、これらの施設等の

周知など、総合的な安全性の向上を図る。 ま

た、災害時に市民の避難誘導が迅速に行える

よう努める。 

 

第２項 市が実施する対策 

避難対策を実施する際には、高齢者、障がい

者、外国人等の避難行動要支援者や帰宅困難

者に十分配慮し、地域において支援する対策

が整備されるように努める。 また、災害時

における被災者の住居として利用可能な公

営住宅や空き家等の把握に努め、災害時に迅

速にあっ旋できるよう整備を図る。 

 

１ 避難場所の指定（危機管理部、地域振興

部、文化スポーツ部、健康福祉部、こども

政策部、産業振興部、都市整備部、教育委

員会） 

 

 

 

第１５節 避難対策計画 

第１項 計画の主旨 

 市は、関係機関と協力し、帰宅困難者や災

害時要援護者に配慮して、避難場所及び避 

難路を整備するとともに、これらの施設等の

周知など、総合的な安全性の向上を図る。 ま

た、災害時に市民の避難誘導が迅速に行える

よう努める。 

 

第２項 市が実施する対策  

避難対策を実施する際には、高齢者、障がい

者、外国人等の災害時要援護者や帰宅困 難

者に十分配慮し、地域において支援する対策

が整備されるように努める。 また、災害時

における被災者の住居として利用可能な公

営住宅や空き家等の把握に努 め、災害時に

迅速にあっ旋できるよう整備を図る。 

 

１ 避難場所の指定（危機管理部、地域振興

部、文化スポーツ部、健康福祉部、子ども政

策部、産業振興部、都市整備部、教育委員会） 
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62 

 

 

（２）収容避難所の位置付け  

ア 略 

イ 公民館  

公民館３１施設を基幹収容避難所での長期

避難生活が困難な避難行動要支援者等を収

容する収容避難所として位置付ける。 

資料編４ 避難場所等 

（３）略 

（４）収容避難所の留意事項  

ア～イ 略 

ウ 高齢者や障がい者等避難行動要支援者に

配慮した、福祉避難所の確保について検討及

び指定等をしておくこと。 

エ 授乳室や男女別の物干し場、更衣室の臨

時の設置等、異性の目線やプライバシー、子

育て家庭のニーズに配慮した設備の整備や

避難行動要支援者等に配慮したスロープ等

の環境整備に配慮するとともに、テレビ、ラ

ジオ等被災者による災害情報の入手に資す

る機器の整備を図っておくこと。 

オ～ク 略 

（２）収容避難所の位置付け  

ア 略 

イ 公民館  

公民館３１施設を基幹収容避難所での長期

避難生活が困難な災害時要援護者等 を収容

する収容避難所として位置付ける。 

資料編４ 避難場所等 

（３）略 

（４）収容避難所の留意事項  

ア～イ 略 

ウ 高齢者や障がい者等災害時要援護者に配

慮した、福祉避難所の確保について検 討及

び指定等をしておくこと。  

エ 授乳室や男女別の物干し場、更衣室の臨

時の設置等、異性の目線やプライバシ ー、

子育て家庭のニーズに配慮した設備の整備

や災害時要援護者等に配慮したス ロープ等

の環境整備に配慮するとともに、テレビ、ラ

ジオ等被災者による災害情 報の入手に資す

る機器の整備を図っておくこと。 

オ～ク 略 

63 ケ 良好な生活環境を維持するため、あらか

じめ施設の区割り等のマニュアルの作成

に努めること。 

２ 避難場所、避難路の整備（危機管理部、

地域振興部、文化スポーツ部、健康福祉部、

こども政策部、産業振興部、土木部、都市整

備部、教育委員会） 

 

 

 

 

２ 避難場所、避難路の整備（危機管理部、

地域振興部、文化スポーツ部、健康福祉部、

子ども政策部、産業振興部、土木部、都市整

備部、教育委員会） 

 

64 

 

 

 

 

７ 避難誘導体制の整備（危機管理部、健康

福祉部）  

避難に当たっては、高齢者、障がい者、外国

人、乳幼児、病人等の避難行動要支援者を優

先させて実施するが、警察、消防、自主防災

組織等の協力が必要となることから、あらか

７ 避難誘導体制の整備（危機管理部、健康

福祉部）  

避難に当たっては、高齢者、障がい者、外国

人、乳幼児、病人等の災害時要援護者 を優

先させて実施するが、警察、消防、自主防災

組織等の協力が必要となることから、 あら
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続き じめ協力を要請しておく。 帰宅困難者が一

時的に滞在する避難場所を指定するととも

に、鉄道事業者、警察署、 事業所、自主防

災組織等と協力して帰宅困難者誘導体制の

構築を図る。 また、避難誘導に際し、被災

者の安全を確保するため、発電装置、照明装

置等の整備を図る。 

８ 避難所運営（危機管理部、地域振興部、

文化スポーツ部、健康福祉部）  

避難所の円滑な運営を図るため、避難行動要

支援者等に配慮した具体的な避難所運営方

法を定め、感染症予防に配慮した避難所運営

に努める。 また、地域に対しては避難所運

営マニュアルづくりが促進されるよう助言

等支援を行うよう努める。 

かじめ協力を要請しておく。 帰宅困難者が

一時的に滞在する避難場所を指定するとと

もに、鉄道事業者、警察署、 事業所、自主

防災組織等と協力して帰宅困難者誘導体制

の構築を図る。 また、避難誘導に際し、被

災者の安全を確保するため、発電装置、照明

装置等の整備を図る。 

８ 避難所運営（危機管理部、地域振興部、

文化スポーツ部、健康福祉部）  

避難所の円滑な運営を図るため、災害時要援

護者等に配慮した具体的な避難所運営 方法

を定め、感染症予防に配慮した避難所運営に

努める。 また、地域に対しては避難所運営

マニュアルづくりが促進されるよう助言等

支援を行うよう努める。 
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65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３項 市民や地域が実施する対策 

地域の防災研修会や防災訓練等に積極的に

参加し、デジタルマップで自然災害リスク 

の確認や避難経路作成が可能となる「Ｍｙま

っぷラン＋（プラス）」や、防災マップ等を

参考に避難場所や避難ルートを地域自らが

複数設定の上、平常時から避難訓練等を実施

し、確認しておく。また、共助の観点から避

難者や地域住民が助け合って避難所生活が

できるよう避難所の運営について話し合い

を行う。特に留意すべき内容は次のとおりで

ある。  

（１）～（２）略 

（３）避難行動要支援者の把握に努め、地域

内での見守り等交流を深める。  

（４）避難行動要支援者が参加できる避難訓

練や避難所運営訓練の実施に努める。  

（５）避難行動要支援者及びその家族は、地

域活動(防災訓練など)に積極的に参加し、

災害時において場合によっては、手助けが

必要な状況を理解してもらえるよう、関係

構築、交流に努める。  

（６）避難行動要支援者は、災害時に救援活

動が迅速かつ円滑に行われるように、近隣

住民等避難支援等実施者及び支援団体等

へ必要な情報を提供し、市へ避難行動要支

援者台帳登録を行う。 

（７）避難行動要支援者は、あらかじめ、自

分の住んでいる地域の避難場所や収容避

難所の位置、現況の避難経路を確認し、家

族間でそれぞれの避難場所や連絡方法、集

合 場所を決めておく。 

（８）～（10）略 

 

 

第３項 市民や地域が実施する対策  

地域の防災研修会や防災訓練等に積極的に

参加し、デジタルマップで自然災害リスクの

確認や避難経路作成が可能となる「Ｍｙまっ

ぷラン＋（プラス）」や、防災マップ等を参

考に避難場所や避難ルートを地域自らが複

数設定の上、平常時から避難訓練等を実施 

し、確認しておく。また、共助の観点から避

難者や地域住民が助け合って避難所生活が

できるよう避難所の運営について話し合い

を行う。特に留意すべき内容は次のとおりで

ある。  

（１）～（２）略 

（３）災害時要援護者の把握に努め、地域内

での見守り等交流を深める。  

（４）災害時要援護者が参加できる避難訓練

や避難所運営訓練の実施に努める。  

（５）災害時要援護者及びその家族は、地域

活動(防災訓練など)に積極的に参加し、災

害時において場合によっては、手助けが必

要な状況を理解してもらえるよう、関係構

築、交流に努める。  

（６）災害時要援護者は、災害時に救援活動

が迅速かつ円滑に行われるように、近隣住 

民等地域支援者及び支援団体等へ必要な

情報を提供し、市へ災害時要援護者台帳登 

録を行う。 

（７）災害時要援護者は、あらかじめ、自分

の住んでいる地域の避難場所や収容避難

所 の位置、現況の避難経路を確認し、家

族間でそれぞれの避難場所や連絡方法、集

合 場所を決めておく。 

（８）～（10）略 
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70 第２項 市が実施する対策  

１～２ 略 

３（1）略 

（１） 協力体制の整備  

（２） 災害による処理施設、機材等の不足

に対応するため、県内市町相互はもとよ

り、 他府県や民間団体、民間企業との協

力体制の整備を推進すると共に、災害廃棄

物処理支援員制度（人材バンク）の活用を

検討する。 

第２項 市が実施する対策  

１～２ 略 

３（1）略 

（１） 協力体制の整備  

（２） 災害による処理施設、機材等の不足

に対応するため、県内市町相互はもとよ

り、 他府県や民間団体との協力体制の整

備を推進すると共に、災害廃棄物処理支援

員制 度（人材バンク）の活用を検討する。 

71 

 

 

第２項 市が実施する対策（危機管理部、地

域振興部）  

１ 地区防災計画の策定に対する支援  

（１）略  

（２）高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、

外国人、旅行者等の避難行動要支援者に十

分 配慮し、地域内に居住する避難行動要

支援者を支援する対策が計画に盛り込ま

れるよう、助言を行う。  

（３）略 

（４）防災への取組の必要性を掲げている地

域づくり協議会が多くあるため、地域自ら 

の防災力の向上に向け、地域づくり協議会

と連携し地区防災計画の策定を支援する。 

２ 現在の策定状況 現在、減災を進める一

環で、地域コミュニティを単位とする住民

同士で地区防災計画を策定した地区が１

１地区ある他、策定に向けて協議を進めて

いる地区及びその他の地域においても策

定への取組が広がるよう支援する。 

第２項 市が実施する対策（危機管理部、地

域振興部）  

１ 地区防災計画の策定に対する支援  

（１）略 

（２）高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、

外国人、旅行者等の災害時要援護者に十分 

配慮し、地域内に居住する災害時要援護者

を支援する対策が計画に盛り込まれるよ 

う、助言を行う。  

（３）略 

（４）防災への取組の必要性を掲げている地

域づくり協議会が多くあるため、地域自ら 

の防災力の向上に向け、地域づくり協議会

と連携し地区防災計画の策定を支援する。 

２ 現在の策定状況 現在、減災を進める一

環で、地域コミュニティを単位とする住民

同士で地区防災計 画を策定した地区が１

０地区ある他、策定に向けて協議を進めて

いる地区及びその他 の地域においても策

定への取組が広がるよう支援する。 

73 

 

 

 

第１項 計画の主旨 

大規模災害が発生した際は、関係機関や応

援協定団体の支援を受けること又は支援を

行うこととなる。発災直後においても各種

受援・応援が可能な体制の整備、情報共有

第１項 計画の主旨 

大規模災害が発生した際は、県内外の関係

機関や応援協定団体の支援を受けることと

なる。発災直後においても各種支援・応援

の受入れが可能な体制の整備、情報共有の
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続き のあり方、執務スペース、活動拠点、宿泊

場所の環境確保を目指す。 

第２項 市が実施する対策（危機管理部、総

務部） 

１ 市町間の応援・受援に係る計画の策定及

び体制の整備 

三重県市町災害時応援協定に基づき、円滑

な応援・受援に必要な計画をあらかじめ策

定し、体制の整備を図るとともに、協定に

基づく訓練の実施及び協力に努める。 

 

２～５ 略  

６ 新物資システム（B-PLo）の活用  

 

新物資システム（B-PLo）を用いて、備蓄

状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録

されている物資の輸送拠点を速やかに開設

できるよう、物資の輸送拠点の管理者の連絡

先や開設手続を関係者間で共有するなど、備

蓄物資の調達を含め、速やかな物資支援のた

めの準備に努める。 

あり方、執務スペース、活動拠点、宿泊場

所の環境確保を目指す。 

第２項 市が実施する対策（危機管理部、総

務部） 

１ 市町間の応援・受援に係る計画の策定及

び体制の整備 

三重県市町災害時応援協定に基づき、円滑

な応援・受援対策に必要な計画をあらか 

じめ策定し、体制の整備を図るとともに、

協定に基づく防災訓練の実施及び協力に努

める。 

２～５ 略  

６ 物資調達・輸送調整等支援システムの活

用 

物資調達・輸送調整等支援システムを用い

て、備蓄状況の確認を行うとともに、あらか

じめ登録されている物資の輸送拠点を速や

かに開設できるよう、物資の輸送拠点 の管

理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有

するなど、備蓄物資の調達を含め、速やかな

物資支援のための準備に努める。 

73～74 ７ 三重県広域受援計画への対応 

上記の各種受援体制を確保するために、三

重県広域受援計画と整合した市の受援計画

である「鈴鹿市災害時受援計画」を策定し、

体制の充実を図る。 

７三重県広域受援計画への対応 

上記の各種受援体制を確保するために、三

重県広域受援計画と整合した市の受援計画

を策定に取り組む。 

75 第２項 市が実施する対策（危機管理部、土

木部、都市整備部、産業振興部） 

１ 局地的大雨対策 

（１）～（５）略 

（６）局地的大雨対策に関する知識の啓発 

局地的大雨から身を守るための対策に関

する知識について、ウェブサイトやマスメ

ディア、防災パンフレット等を通じて啓発

を図る。 

第２項 市が実施する対策（危機管理部、土

木部、都市整備部、産業振興部）  

１ 局地的大雨対策 

（１）～（５）略 

（６）局地的大雨対策に関する知識の啓発 

局地的大雨から身を守るための対策に関

する知識について、ホームページやマスメ 

ディア、防災パンフレット等を通じて啓発

を図る。 
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81 第２項 市が実施する対策  

１ 通信手段の利用方法等  

（１）電話による通話（総務管理部） 

ア～イ 略 

ウ 電話回線の優先使用 

災害時の電話回線の優先利用及び優先使

用（基本法第７９条）を確保するため、Ｎ

ＴＴ西日本株式会社三重支店とあらかじ

め協議を行い、使用手続を定める。 

第２項 市が実施する対策  

１ 通信手段の利用方法等  

（１） 電話による通話（総務管理部） 

ア～イ 略 

ウ 電話回線の優先使用 災害時の電話回線

の優先利用及び優先使用（基本法第７９

条）を確保するため、 西日本電信電話株

式会社三重支店とあらかじめ協議を行い、

使用手続を定める。 

82 

 

 

 

（２）公衆通信 

 ＮＴＴ西日本株式会社は、緊急に必要な災

害対策機関等の災害救助活動に直接関係

する重要通信の確保及び通信の途絶の解

消に留意し、速やかに応急復旧を行う。 

（２）公衆通信 

 西日本電信電話株式会社は、緊急に必要

な災害対策機関等の災害救助活動に直接

関係する重要通信の確保及び通信の途絶

の解消に留意し、速やかに応急復旧を行

う。 

85 【気象予警報等伝達系統図】 

（警報・特別警報） 

ＮＴＴ西日本又は東日本 

 

【気象予警報等伝達系統図】 

（警報のみ） 

ＮＴＴ ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ 関西 104 大阪センター 

86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 市が実施する対策  

１ 情報収集・連絡手段 (危機管理班、各

担当部、総務管理部) 

（１）情報の収集・連絡 

コールセンター及び各部は、それぞれの所

掌の災害等の情報を職員の現場派遣や無人

航空機の活用も含めて可能な限りの手段を

講じて収集する。参集途上の職員は、周囲

の被害状況を把握し、参集後班長に対し報

告する。 

各部は、収集した情報を総務管理部総務班

に報告する。また、各班はあらかじめ報告

の責任者を定めておき、数字等の調査につ

いて責任を持つ。 

さらに、必要に応じて、国の新総合防災情

第２項 市が実施する対策  

１ 情報収集・連絡手段 (危機管理班、各

担当部、総務管理部) 

（１）情報の収集・連絡 

コールセンター及び各部は、それぞれの所

掌の災害等の情報を職員の現場派遣も含め

て可能な限りの手段を講じて収集する。参

集途上の職員は、周囲の被害状況を把握し、

参集後班長に対し報告する。 

各部は、収集した情報を総務管理部総務班

に報告する。また、各班はあらかじめ報告

の責任者を定めておき、数字等の調査につ

いて責任を持つ。 
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続き 報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）も適切に

活用する。 

93 ２ 情報の発信 

住民は、生命の危険にさらされない範囲で、

「すずか減災プロジェクト」を含む、ＳＮ

Ｓ（ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビス）や防災アプリ（ＣＮＳコネクト、み

え防災ナビ等）等を利用して自ら災害情報

の発信を心掛け、市内の情報共有に努める。 

２ 情報の発信 

住民は、生命の危険にさらされない範囲で、

「すずか減災プロジェクト」を含む、ＳＮ

Ｓ（ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビス）や防災アプリ（ＣＮＳコネクト等）

等を利用して自ら災害情報の発信を心掛

け、市内の情報共有に努める。 

94 ２ 消防施設の整備 

機械器具の点検、整備をさらに徹底し、出

動に支障のないようにする。 

２ 消防施設の整備  

機械器具の点検、整備をさらに徹底し、出動

に遺憾のないようにする。 

96 ５ 報告 

空中消火を実施した場合、速やかにその概

要を県（消防保安課）に報告するものとす

る。 

５ 報告 

空中消火を実施した場合、速やかにその概

要を県（災害対策課）に報告するものとす

る。 

97 第１項 計画の主旨  

災害発生時には、港湾、河川、ため池等の護

岸・堤防の損壊、海岸堤防の損壊、山腹の崩

壊などによるせきとめ、いつ流、氾濫などに

よって水害が生じることが予想される。 こ

のため、水防活動としては、港湾、河川、海

岸堤防、ため池等その損壊によって水害とな

る各種施設の巡視を実施し、早急に危険箇所

を把握し、必要な応急措置を講ずる。 水防

活動における応急対策は、「鈴鹿市水防計

画」に準拠して、次の事項を実施する。 

第１項 計画の主旨  

災害発生時には、港湾、河川、ため池等の護

岸・堤防の損壊、海岸堤防の損壊、山腹 の

崩壊などによるせきとめ、溢流、氾濫などに

よって水害が生じることが予想される。 こ

のため、水防活動としては、港湾、河川、海

岸堤防、ため池等その損壊によって水 害と

なる各種施設の巡視を実施し、早急に危険箇

所を把握し、必要な応急措置を講ずる。 水

防活動における応急対策は、「鈴鹿市水防計

画」に準拠して、次の事項を実施する。 

107 

 

 

 

 

 

 

（イ） 指示等の周知徹底 

ａ～ｅ 略 

ｆ 高齢者、障がい者、外国人等の避難行動

要支援者に対する避難情報の提供を図 

る。 

（１）避難の順序 

避難立退きの誘導に当たっては、高齢者、障

がい者等の避難行動要支援者を優先して行

（イ） 指示等の周知徹底 

ａ～ｅ 略 

ｆ 高齢者、障がい者、外国人等の災害時要

援護者に対する避難情報の提供を図る。 

 

（１）避難の順序 

避難立退きの誘導に当たっては、高齢者、障

がい者等の災害時要援護者を優先して行う。
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続き う。また避難行動要支援者の情報把握につい

ては、個別避難計画を参考に民生委員や地域

住民、社会福祉施設等関係機関と連携した状

況確認や避難誘導を行う。 

また災害時要援護者の情報把握については、

災害時要援護者名簿を参考に民生委員や地

域住民、社会福祉施設等関係機関と連携した

状況確認や避難誘導を行う。 

108 （２）設置の方法 

ア 避難場所は学校、公民館、地区集会所等

の既存建物を使用するのが適当と認めら

れるが、これらの適当な施設がないとき

は、テント等を借り上げて野外に仮設す

る。また、高齢者、障がい者、妊産婦、外

国人等の避難行動要支援者に配慮して、多

様性を考慮した避難場所の確保に努める。 

（２）設置の方法 

ア 避難場所は学校、公民館、地区集会所等

の既存建物を使用するのが適当と認めら

れるが、これらの適当な施設がないとき

は、テント等を借り上げて野外に仮設す

る。また、高齢者、障がい者、妊産婦、外

国人等の災害時要援護者に配慮して、多様

性を考慮した避難場所の確保に努める。 

109 （４）運営管理 

ア～カ 略 

キ 高齢者、障がい者等の避難行動要支援者

の心身双方の健康状態には特段の配慮を

行い、必要に応じて、福祉避難所となる福

祉施設等への入所、三重県災害派遣福祉チ

ーム（ＤＷＡＴ）やホームヘルパーの派遣、

車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランテ

ィア団体等の協力を得て実施する。 

 

ク 避難者の住宅については、速やかに被災

宅地危険度判定を実施し、必要に応じて応

急修理を施すなどして、自宅の安全性が確

認できた避難者の帰宅を促進する。 

 

ケ～サ 略 

シ 屋内運動場（体育館）に多数の避難者を

収容できない場合や、避難行動要支援者等

への対応のため、校舎を二次開設すること

が必要となった場合は、施設管理者及び避

難所運営委員会等と協議の上、校舎を開放

する。 

 

（４）運営管理 

ア～カ 略 

キ 高齢者、障がい者等の災害時要援護者の

心身双方の健康状態には特段の配慮を行

い、必要に応じて、福祉避難所となる福祉

施設等への入所、三重県災害派遣福祉チー

ム（ＤＷＡＴ）やホームヘルパーの派遣、

車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランテ

ィア団体等の協力を得て実施する。 

 

ク 避難者の住宅については、速やかに被災

建築物応急危険度判定を実施し、必要に応

じて応急修理を施すなどして、自宅の安全

性が確認できた避難者の帰宅を促進する。 

 

ケ～サ 略 

シ 屋内運動場（体育館）に多数の避難者を

収容できない場合や、災害時要援護者等へ

の対応のため、校舎を二次開設することが

必要となった場合は、施設管理者及び避難

所運営委員会等と協議の上、校舎を開放す

る。 
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110 （８）避難行動要支援者への対応 

市は、避難所で生活する高齢者・障がい者等

の避難行動要支援者に対し、ボランティア等

の協力を得て、各種救援活動を行う。 

 

（８）災害時要援護者への対応 

市は、避難所で生活する高齢者・障がい者

等の災害時要援護者に対し、ボランティア

等の協力を得て、各種救援活動を行う。 

111 （２）避難行動要支援者への支援 

避難所の運営に当たっては、避難行動要支援

者の生活が安全になされるよう配慮するも

のとし、健常な避難者はその運営に配慮協力

する。 

（２）災害時要援護者への支援 

避難所の運営にあたっては、災害時要援護者

の生活が安全になされるよう配慮するもの

とし、健常な避難者はその運営に配慮、協力

する。 

113～114 

 

５ 被災宅地危険度判定の実施 

市長は、区域内において降雨等の災害によ

り、宅地が大規模かつ広範囲に被災し、被災

宅地危険度判定が必要と判断した場合は、当

該危険度判定の実施を決定する。その際は、

被災宅地危険度判定拠点（サテライト共）の

施設の位置付けを行う。市長は、判定実施を

決定したときは、本部内に判定実施本部を設

置するとともに、その旨を県に連絡する。併

せて、被害者等への周知等、判定実施に必要

な措置を講じ、必要に応じて判定士の派遣な

ど判定支援を知事に要請する。被災宅地危険

度判定士は、宅地の被害状況を現地調査して

危険度を判定し、宅地に判定結果を標示し

て、所有者、使用者、付近を通行する人及び

近隣住民等に注意喚起するとともに、遅延な

く実施本部に報告する。 

５ 被災宅地危険度判定の実施 

市長は、区域内において降雨等の災害によ

り、宅地が大規模かつ広範囲に被災し、被災

宅地危険度判定が必要と判断した場合は、当

該危険度判定の実施を決定する。そ の際は、

被災宅地応急危険度判定拠点（サテライト

共）の施設の位置づけを行う。市長は、判定

実施を決定したときは、本部内に判定実施本

部を設置するとともに、その旨を県に連絡す

る。併せて、被害者等への周知等、判定実施

に必要な措置を講じ、必要に応じて判定士の

派遣など判定支援を知事に要請する。被災宅

地危険度判定士は、宅地の被害状況を現地調

査して危険度を判定し、宅地に判定結果を標

示して、所有者、使用者、付近を通行する人

及び近隣住民等に注意喚起するとともに、遅

延なく実施本部に報告する。 

115 

 

 

 

１ 食料の供与（総務管理部、避難所対策部、

産業物資対策部） 

災害時における主食等の供給及び炊き出し

等の食料の応急供給については、県と常に連

絡を保ち、必要な場合は新物資システム

（B-PLo）等を用いて県へ協力を要請し、市

長が実施する。 

 

１ 食料の供与（総務管理部、避難所対策部、

産業物資対策部） 

災害時における主食等の供給及び炊き出し

等の食料の応急供給については、県と常に連

絡を保ち、必要な場合は物資調達・輸送調整

等支援システム等を用いて県へ協力を要請

し、市長が実施する。 
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第３項 防災関係機関等が実施する対策 

市との協定や要請に基づき、食料の供給を行

うこととする。なお、三重県広域受援計画で

は南海トラフ地震等で国によるプッシュ型

支援が実施された際の本市分の食料及び育

児用調製粉乳の配送予定数量については、以

下に掲げるとおり。 

第３項 防災関係機関等が実施する対策 

市との協定や要請に基づき、食料の供給を行

うこととする。なお、三重県広域受援計画（令

和４年３月）では南海トラフ地震等で国によ

るプッシュ型支援が実施された際の本市分

の食料及び育児用調製粉乳の配送予定数量

については、以下に掲げるとおり。 

120 

 

 

 

 

 

 

２ 物資の調達・輸送 

（１）市は、感染症（新型コロナウイルス感

染症等）の感染状況を踏まえつつ、地域内

で調達できる生活必需品の調達先及び集

積場所等の状況を把握しておく。なお、地

域内において調達が不能となったときは、

新物資システム（B-PLo）を活用し、県に

協力を求める。 

２ 物資の調達・輸送 

（１）市は、感染症（新型コロナウイルス感

染症等）の感染状況を踏まえつつ、地域内

で調達できる生活必需品の調達先及び集

積場所等の状況を把握しておく。なお、地

域内において調達が不能となったときは、

物資調達・輸送調整等支援システムを活用

し、県に協力を求める。 

125 ５ 医療情報の収集・伝達（総務管理部、福

祉医療対策部、消防対策部） 

広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）

等を活用し、医療機関の状況等を把握し、医

療救護活動に対する迅速で的確な情報の提

供を行う。また、必要に応じて、災害ボラン

ティアアマチュア無線鈴鹿等に協力を求め、

非常無線通信も活用する。 

 

５ 医療情報の収集・伝達（総務管理部、福

祉医療対策部、消防対策部） 

広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）

等を活用し、救護所や医療機関の医療状況等

を把握し、医療救護活動に対する迅速で的確

な医療情報の提供を行う。また、必要に応じ

て、災害ボランティアアマチュア無線鈴鹿等

に協力を求め、非常無線通信も活用する。 

 

126 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）医薬品・衛生材料等の供給と技術援助

関係機関は、災害時の医療が円滑かつ迅速に

実施されるようにするため、救急医療機関の

要請があったときは、医薬品、衛生材料等の

供給に当たるとともに、職能に応じ技術援助

に協力する。市が行う災害時の医療及び助産

に必要な医薬品等については、あらかじめ備

蓄して使用するものとし、この数量が不足す

るときは、薬局へ発注し、又は県が備蓄して

いる医薬品等の使用を県へ要請するなどし、

必要に応じて支給する。 

（２）医薬品・衛生材料等の供給と技術援助

災害時医療が円滑かつ迅速に実施されるた

め関係機関は、救急医療機関の要請により医

薬品、衛生材料等の供給に当たるとともに、

職能に応じ技術援助に協力する。市が行う災

害時の医療及び助産に必要な医薬品等につ

いては、あらかじめ備蓄して使用するものと

し、この数量が不足するときは、薬局へ発注

し、又は県が備蓄している医薬品等の使用を

県へ要請するなどし、必要に応じて支給す

る。 
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続き また、その輸送に当たっては、物流事業者や

ボランティア団体等との連携や無人航空機

等の活用を検討する。 

127 （１）捜索の基本 

災害により行方不明者及び安否不明者が発

生した場合は、正確な情報の収集に努め、

次の事項を明らかにして、捜索の実施を行

うこと。 

ア 行方不明者及び安否不明者の住所、氏

名、年齢、身体的特徴、着衣、携帯品、

携帯電話の位置情報等 

（１）捜索の基本 

災害により行方不明者及び安否不明者が発

生した場合は、正確な情報の収集に努め、

次の事項を明らかにして、捜索の実施を行

うこと。 

ア 行方不明者及び安否不明者の住所、氏

名、年齢、身体的特徴、着衣、携帯品等 

132 

 

（２）栄養・食生活支援 

ア 関係機関・部署と連携を図りながら、避

難所等での栄養・食生活支援活動を行う。 

（ア）高齢者、障がい者、難病患者、妊婦、

乳幼児等の避難行動要支援者に対する栄

養相談・指導を行う。 

 

（２）栄養・食生活支援 

ア 関係機関・部署と連携を図りながら、避

難所等での栄養・食生活支援活動を行う。 

（ア）高齢者、障がい者、難病患者、妊婦、

乳幼児等の災害時要援護者に対する栄養

相談・指導を行う。 

 

134 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） ごみ処理  

ア 処理体制  

市は、被害地域のごみの発生状況と、収集運

搬体制及び処理施設の稼動状況、仮設処理施

設の設置・運用状況、広域処理等を総合的に

判断して、適切な処理体制を敷く。また、日々

大量に発生するごみの処理や一時保管が困

難とならないよう、住民に対して広く啓発

し、適切な集積や分別の協力依頼を行う。 処

理機材、人員等については、可能な限り市の

現有体制で対応することとするが、必要に応

じて機材の借上げ等を行うことにより迅速

な処理を行う。 また、特に甚大な被害を受

けた場合、機材、人員等において処理に支障

が生ずる時には、その程度に応じて近隣市

町、県あるいは民間団体、民間企業に応援を

要請する。加えて、ボランティア、ＮＰＯ等

（１） ごみ処理  

ア 処理体制 

市は、被害地域のごみの発生状況と、収集運

搬体制及び処理施設の稼動状況、 仮設処理

施設の設置・運用状況、広域処理等を総合的

に判断して、適切な処理体 制を敷く。また、

日々大量に発生するごみの処理や一時保管

が困難とならないよう、住民に対して広く啓

発し、適切な集積や分別の協力依頼を行う。 

処理機材、人員等については、可能な限り市

の現有体制で対応することとするが、必要に

応じて機材の借上げ等を行うことにより迅

速な処理を行う。 また、特に甚大な被害を

受けた場合、機材、人員等において処理に支

障が生ずる時には、その程度に応じて近隣市

町あるいは県に応援を要請する。加えて、ボ

ランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄
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続き の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める

場合には、社会福祉協議会、ＮＰＯ等と連携

し、作業実施地区や作業内容を調整、分担す

るなどして、効率的に災害廃棄物等の搬出を

行うものとする。 なお、基本法第８６条の

５第４項に基づき環境大臣により廃棄物処

理特例地域として指定を受けた際は、定めら

れた廃棄物処理特例基準に基づき処理する。 

物等の処理を進める場合には、社会福祉協議

会、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業

内容を調整、分担するなど して、効率的に

災害廃棄物等の搬出を行うものとする。 な

お、基本法第８６条の５第４項に基づき環境

大臣により廃棄物処理特例地域 として指定

を受けた際は、定められた廃棄物処理特例基

準に基づき処理する。 

140 

 

 

 

（２）避難生活者の支援（水くみ、炊き出し、

救援物資の仕分け・配付、高齢者等避難行

動要支援者の介護等） 

（３）在宅者の支援（高齢者等避難行動要支

援者の安否確認・介護、食事・飲料水の提

供等） 

（２）避難生活者の支援（水くみ、炊き出し、

救援物資の仕分け・配付、高齢者等災害時

要援護者の介護等） 

（３）在宅者の支援（高齢者等災害時要援護

者の安否確認・介護、食事・飲料水の提等） 

 

143 ７ 国によるプッシュ型支援が実施された際

の受入れ施設（総務管理部、産業物資対策

部）  

国により支援物資等が配送されるプッシュ

型支援が開始された際は、「ＡＧＦ鈴鹿体育

館」及び「西部体育館」を市物資拠点として

受入れ先とする。なお、物資拠点での運営等

については、民間物流事業者等に対して運営

協力を依頼するほか、新物資システム

（B-PLo）等を活用し、県に対しても応援要

請を実施する。 なお、配分予定数等につい

ては、第１４節「衣料・生活必需品供給計画」

による。 

７ 国によるプッシュ型支援が実施された際

の受入れ施設（総務管理部、産業物資対策 

部）  

国により支援物資等が配送されるプッシュ

型支援が開始された際は、「ＡＧＦ鈴鹿体育

館」及び「西部体育館」を市物資拠点として

受入れ先とする。なお、物資拠点での 運営

等については、民間物流事業者等に対して運

営協力を依頼するほか、物資調達・ 輸送調

整等支援システム等を活用し、県に対しても

応援要請を実施する。 なお、配分予定数等

については、第１４節「衣料・生活必需品供

給計画」による。 

157 

 

 

 

 

 

 

第１項 計画の主旨 

市長は知事に対して防災ヘリコプターの

応援要請を｢三重県防災ヘリコプターに

関する支援協定｣の定めるところにより

行う。 

※ 緊急時応援要請連絡先 

消防保安課 防災航空隊 

第１項 計画の主旨 

市長は知事に対して防災ヘリコプターの

応援要請を｢三重県防災ヘリコプター応

援協定｣の定めるところにより行う。 

 

※ 緊急時応援要請連絡先 

災害対策課 防災航空隊  
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続き 災害即応・連携課 災害対策課 

166～167 （２） 個別の復旧・復興計画の事前検討及

び策定 

ア 略 

イ 女性及び避難行動要支援者の参画促進 

市は、復旧・復興のあらゆる場・組織にお

いて、男女共同参画の観点から女性の参画

を促進するとともに、高齢者、障がい者等

避難行動要支援者についても、参画を促進

するよう努める。 

（２）個別の復旧・復興計画の事前検討及び

策定 

ア 略 

イ 女性及び災害時要援護者の参画促進  

市は、復旧・復興のあらゆる場・組織におい

て、男女共同参画の観点から女性 の参画を

促進するとともに、高齢者、障がい者等災害

時要援護者についても、参画を促進するよう

努める。 

188 

 

 

第６節 地震に関する調査研究  

地震に関する総合的、計画的な防災対策を推

進するためには、災害要因の研究、被害想定

等を行い、社会環境の変化に対応した防災体

制の整備が必要とされる。 そのため、県や

地域等との連絡を密にし、次の事項の調査研

究に努めるものとする。 

１～１０ 略 

１１ 地盤の液状化 

 

第６節 地震に関する調査研究 

地震に関する総合的、計画的な防災対策を推

進するためには、災害要因の研究、被害想定

等を行い、社会環境の変化に対応した防災体

制の整備が必要とされる。 そのため、県や

地域等との連絡を密にし、次の事項の調査研

究に努めるものとする。 

１～１０ 略 

192 １ 災害対策本部の代替施設の検討（危機管

理部） 

平成２８年（２０１６年）熊本地震では、災

害対策本部となる市庁舎等が被災したこと

により、災害対策本部としての機能を消失

し、応急対応に支障が生じた。本市において

も、災害対策本部となる市役所本館、あるい

は、通信機器等が被災し利用が不可能となっ

たことを想定し、災害対策本部の代替施設の

運用を検討する。 

１ 災害対策本部の代替施設の検討（危機管

理部） 

平成２８年（２０１６）熊本地震では、災害

対策本部となる市庁舎等が被災したことに

より、災害対策本部としての機能を消失し、

応急対応に支障が生じた。本市においても、

災害対策本部となる市役所本館、あるいは、

通信機器等が被災し利用が不可能となった

ことを想定し、災害対策本部の代替施設の運

用を検討する。 

198 

 

 

 

１ 現状 

市域には、県が調査した山腹崩壊危険地区６

箇所、崩壊土砂流出危険地区１４箇所、三重

県が平成２５年度から令和６年度にかけて

指定した土砂災害警戒区域２３８箇所があ

１ 現状 

市域には、県が調査した土石流危険渓流２７

箇所、急傾斜地崩壊（がけ崩れ）危険箇 所

１８９箇所（砂防指定箇所４０箇所）、地す

べり危険箇所２箇所（地すべり指定箇所 １
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続き る。 土砂災害警戒区域等については、県に

より緊急施工の必要がある箇所から砂防工

事 等が実施され、危険区域内における有害

行為の制限、防災措置の指導・勧告等がなさ

れている。 また、これら危険箇所における

警戒避難体制の確立等総合的な土砂災害対

策が推進されている。 

箇所）、山腹崩壊危険地区６箇所、崩壊土砂

流出危険地区１４箇所、三重県が平成２５年

度から令和２年度にかけて指定した土砂災

害警戒区域２３８箇所がある。 土砂災害警

戒区域等については、県により緊急施工の必

要にある箇所から砂防工事 等が実施され、

危険区域内における有害行為の制限、防災措

置の指導・勧告等がなさ れている。 また、

これら危険箇所における警戒避難体制の確

立等総合的な土砂災害対策が推進 されてい

る。 

199 資料編８－３ 被災宅地危険度判定の判定

拠点開設予定箇所 

資料編８－３ 被災宅地応急危険度判定の

判定拠点開設予定箇所 

200 ６ 避難行動要支援者関連施設の土砂災害

対策（危機管理部、子ども政策部、健康福

祉部、土木部） 

土砂災害の犠牲者となりやすい高齢者、障が

い者等の避難行動要支援者に関連した病院、

老人ホーム、幼稚園等の施設を含む土砂災害

警戒区域等について、砂防、地すべり、急傾

斜地崩壊対策工事を重点的に実施するよう

県に要請する。 

６ 災害時要援護者関連施設の土砂災害対

策（危機管理部、子ども政策部、健康福祉

部、土木部） 

土砂災害の犠牲者となりやすい高齢者、障が

い者等の災害時要援護者に関連した病院、老

人ホーム、幼稚園等の施設を含む土砂災害警

戒区域等について、砂防、地すべり、急傾斜

地崩壊対策工事を重点的に実施するよう県

に要請する。 

212 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 電話回線の優先使用（総務部） 

 

災害時の電話回線の優先利用（基本法第５

７条）及び優先使用（基本法第７９条） 

を確保するため、ＮＴＴ西日本株式会社三

重支店とあらかじめ協議を行い、使用手続

を定める。 

５ 略 

６ 避難行動要支援者への配慮（危機管理部、

総務部、健康福祉部）  

高齢者、障がい者、外国人等の避難行動要支

援者にも配慮した、わかりやすい情報伝達、

収集の手段及び体制の整備を図る。 

４ 電話回線の優先使用（総務部、政策経営

部） 

災害時の電話回線の優先利用（基本法第５

７条）及び優先使用（基本法第７９条） 

を確保するため、西日本電信電話株式会社

三重支店とあらかじめ協議を行い、使用手

続を定める。 

５ 略 

６ 災害時要援護者への配慮（危機管理部、

総務部、健康福祉部）  

高齢者、障がい者、外国人等の災害時要援護

者にも配慮した、わかりやすい情報伝 達、

収集の手段及び体制の整備を図る。 
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213 ２ 非常食料、生活物資の備蓄（危機管理部、

上下水道局）  

市は、感染症（新型コロナウイルス感染症等）

の感染状況を踏まえつつ、災害時に必要とさ

れる食料、飲料水、生活必需品及び関連資機

材の備蓄物資の数量目標が設定された「鈴鹿

市備蓄計画（令和５年度策定）」をもとに、

企業等の協力を得ながら、あらかじめ調達体

制を構築しておく。 なお、物資や機材等の

管理は、「新物資システム（B-PLo）」等を活

用して行う。 

２ 非常食料、生活物資の備蓄（危機管理部、

上下水道局） 

 市は、感染症（新型コロナウイルス感染症

等）の感染状況を踏まえつつ、災害時に必要

とされる食料、飲料水、生活必需品及び関連

資機材の備蓄物資の数量目標が設定 された

「鈴鹿市備蓄計画（令和５年度策定）」をも

とに、企業等の協力を得ながら、あらかじめ

調達体制を構築しておく。 なお、物資や機

材等の管理は、「物資調達・輸送調整等支援

システム」等を活用して行う。 

216 

 

第１項 計画の主旨 

市は、関係機関と協力し、帰宅困難者や避難

行動要支援者に配慮して、避難場所及び避 

難路を整備するとともに、これらの施設等の

周知など、総合的な安全性の向上を図る。ま

た、災害時に市民の避難誘導が迅速に行える

よう努める。 

第２項 市が実施する対策 

避難対策を実施する際には、高齢者、障がい

者、外国人等の避難行動要支援者や帰宅困難

者に十分配慮し、地域において支援する対策

が整備されるように努める。 また、災害時

における被災者の住居として利用可能な公

営住宅や空き家等の把握に努め、災害時に迅

速にあっ旋できるよう整備を図る。 

第１項 計画の主旨  

市は、関係機関と協力し、帰宅困難者や災害

時要援護者に配慮して、避難場所及び避 難

路を整備するとともに、これらの施設等の周

知など、総合的な安全性の向上を図る。また、

災害時に市民の避難誘導が迅速に行えるよ

う努める。 

第２項 市が実施する対策  

避難対策を実施する際には、高齢者、障がい

者、外国人等の災害時要援護者や帰宅困 難

者に十分配慮し、地域において支援する対策

が整備されるように努める。 また、災害時

における被災者の住居として利用可能な公

営住宅や空き家等の把握に努め、災害時に迅

速にあっ旋できるよう整備を図る。 

217 （２）収容避難所の位置付け  

ア 略 

イ 公民館  

公民館３１施設を基幹収容避難所での長

期避難生活が困難な避難行動要支援者等 

を収容する避難所として位置付ける。 

（２）収容避難所の位置付け  

ア 略 

イ 公民館  

公民館３１施設を基幹収容避難所での長

期避難生活が困難な災害時要援護者等 を

収容する避難所として位置付ける。 

218 

 

 

（４）収容避難所の留意事項  

ア ～イ略  

ウ 高齢者や障がい者等避難行動要支援者に

（４）収容避難所の留意事項  

ア ～イ略  

ウ 高齢者や障がい者等災害時要援護者に配
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続き 配慮した、福祉避難所の確保について検討

及び指定等をしておくこと。  

エ 授乳室や男女別の物干し場、更衣室の臨

時の設置等、異性の目線やプライバシー、

子育て家庭のニーズに配慮した設備の整

備や避難行動要支援者等に配慮したスロ

ープ等の環境整備に配慮するとともに、テ

レビ、ラジオ等被災者による災害情報の入

手に資する機器の整備を図っておくこと。 

オ ～ ク 略 

ケ 良好な生活環境を維持するため、あらか

じめ施設の区割り等のマニュアルの作成

に努めること。 

 

（５）津波一時避難場所（津波避難ビル）の

留意事項 

ア、イ 略  

ウ 逃げ遅れた人の多数は、障がい者、足の

不自由な傷病人等の避難行動要支援者を

想定し、その支援体制が整備されるように

努めること。 

慮した、福祉避難所の確保について検 討

及び指定等をしておくこと。  

エ 授乳室や男女別の物干し場、更衣室の臨

時の設置等、異性の目線やプライバシー、

子育て家庭のニーズに配慮した設備の整

備や災害時要援護者等に配慮したス ロー

プ等の環境整備に配慮するとともに、テレ

ビ、ラジオ等被災者による災害情 報の入

手に資する機器の整備を図っておくこと。 

オ ～ ク 略  

 

 

 

 

（５）津波一時避難場所（津波避難ビル）の

留意事項 

ア、イ 略  

ウ 逃げ遅れた人の多数は、障がい者、足の

不自由な傷病人等の災害時要援護者を想

定し、その支援体制が整備されるように努

めること。 

219 ２ 避難場所等、避難路の整備（危機管理

部、地域振興部、文化スポーツ部、健康

福祉部、こども政策部、産業振興部、土

木部、都市整備部、教育委員会） 

２ 避難場所等、避難路の整備（危機管理

部、地域振興部、文化スポーツ部、健康

福祉部、子ども政策部、産業振興部、土

木部、都市整備部、教育委員会） 

219～220 

 

 

 

 

 

 

 

７ 避難誘導体制の整備（危機管理部、健康

福祉部） 

避難に当たっては、高齢者、障がい者、外

国人、乳幼児、病人等の避難行動要支援者

を優先させて実施するが、警察、消防、自

主防災組織等の協力が必要となることか

ら、あらかじめ協力を要請しておく。 

帰宅困難者が一時的に滞在する避難場所を

指定するとともに、鉄道事業者、警察署、

事業所、自主防災組織等と協力して帰宅困

７ 避難誘導体制の整備（危機管理部、健康

福祉部） 

避難に当たっては、高齢者、障がい者、外

国人、乳幼児、病人等の災害時要援護者を

優先させて実施するが、警察、消防、自主

防災組織等の協力が必要となることから、

あらかじめ協力を要請しておく。 

帰宅困難者が一時的に滞在する避難場所を

指定するとともに、鉄道事業者、警察署、

事業所、自主防災組織等と協力して帰宅困
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続き 難者誘導体制の構築を図る。 

また、避難誘導に際し、被災者の安全を確

保するため、発電装置、照明装置等の整備

を図る。 

８ 避難所運営（危機管理部、地域振興部、

文化スポーツ部、健康福祉部） 

避難所の円滑な運営を図るため、避難行動

要支援者等に配慮した具体的な避難所運営

方法を定め、感染症予防に配慮した避難所

運営に努める。また、地域に対しては避難

所運営マニュアルづくりが促進されるよう

助言等支援を行うよう努める。 

難者誘導体制の構築を図る。 

また、避難誘導に際し、被災者の安全を確

保するため、発電装置、照明装置等の整 

備を図る。 

８ 避難所運営（危機管理部、地域振興部、

文化スポーツ部、健康福祉部） 

避難所の円滑な運営を図るため、災害時要

援護者等に配慮した具体的な避難所運営方

法を定め、感染症予防に配慮した避難所運

営に努める。また、地域に対しては避難所

運営マニュアルづくりが促進されるよう助

言等支援を行うよう努める。 

221 （３）避難行動要支援者の把握に努め、地域

内での見守り等交流を深める。  

（４）避難行動要支援者が参加できる避難訓

練や避難所運営訓練の実施に努める。  

（５）避難行動要支援者及びその家族は、地

域活動(防災訓練など)に積極的に参加し、

災害時において場合によっては、手助けが

必要な状況を理解してもらえるよう、関係

構築、交流に努める。 

（６）避難行動要支援者は、災害時に救援活

動が迅速かつ円滑に行われるように、近隣

住民等避難支援等実施者及び支援団体等

へ必要な情報を提供し、市へ避難行動要支

援者台帳登録を行う。  

（７）避難行動要支援者は、あらかじめ、自

分の住んでいる地域の避難場所や収容避

難所の位置、現況の避難経路を確認し、家

族間でそれぞれの避難場所や連絡方法、集

合場所を決めておく。 

（３）災害時要援護者の把握に努め、地域内

での見守り等交流を深める。  

（４）災害時要援護者が参加できる避難訓練

や避難所運営訓練の実施に努める。  

（５）災害時要援護者及びその家族は、地域

活動(防災訓練など)に積極的に参加し、災

害 時において場合によっては、手助けが

必要な状況を理解してもらえるよう、関係

構 築、交流に努める。 

（６） 災害時要援護者は、災害時に救援活

動が迅速かつ円滑に行われるように、近隣

住 民等地域支援者及び支援団体等へ必要

な情報を提供し、市へ災害時要援護者台帳

登 録を行う。  

（７）災害時要援護者は、あらかじめ、自分

の住んでいる地域の避難場所や収容避難

所の位置、現況の避難経路を確認し、家族

間でそれぞれの避難場所や連絡方法、集合 

場所を決めておく。 

223 

 

 

１ 市民に対する啓発（危機管理部、政策経

営部、地域振興部、健康福祉部、こども政

策部、消防本部）  

災害発生時における被害を軽減し、防災応急

１ 市民に対する啓発（危機管理部、政策経

営部、地域振興部、健康福祉部、子ども政

策部、消防本部）  

災害発生時における被害を軽減し、防災応急
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続き 対策活動を円滑に行うため、市民、地域に対

し、避難生活支援に関する知見やノウハウな

ど防災上必要な知識を普及し、平常時からの

備えと地震発生時の的確な行動等、地震防災

に関する正しい知識と情報を提供する。 ま

た、防災知識の普及啓発に当たっては、高齢

者、障がい者、外国人、乳幼児等の避難行動

要支援者に対する配慮や、防災対策への女性

の参画について、市民の理解を深めるように

努める。  

（１） 方法  

ア 広報紙やウェブサイト等に対し防災関係

記事の掲載 

対策活動を円滑に行うため、市民、地域に対

し、避難生活支援に関する知見やノウハウな

ど防災上必要な知識を普及し、平常時からの

備えと地震発生時の的確な行動等、地震防災

に関する正しい知識と情報を 提供する。 ま

た、防災知識の普及啓発に当たっては、高齢

者、障がい者、外国人、乳幼児等の災害時要

援護者に対する配慮や、防災対策への女性の

参画について、市民の理解を深めるように努

める。 

（１）方法  

ア 広報紙やホームページ等に対し防災関係

記事の掲載 

224 （２）内容  

ア～エ 略 

オ 避難行動要支援者に関する知識 

３ 社会福祉施設等に対する教育(危機管理

部、健康福祉部、こども政策部) 

（２） 内容  

ア～エ 略 

オ 災害時要援護者に関する知識 

３ 社会福祉施設等に対する教育(危機管理

部、健康福祉部、子ども政策部) 

225 ７ 個人備蓄の促進に関する啓発（危機管理

部、地域振興部、健康福祉部、こども政策

部、上下水道局） 

 

７ 個人備蓄の促進に関する啓発（危機管理

部、地域振興部、健康福祉部、子ども政策

部、上下水道局） 

 

227 第２項 市が実施する対策  

訓練を実施する際には、男女共同参画の視点

を取り入れることに加え、高齢者、障がい者、

外国人等の避難行動要支援者や女性、自主防

災組織、企業、ボランティア団体等の多様な

主体の参画に努める。 

第２項 市が実施する対策  

訓練を実施する際には、男女共同参画の視点

を取り入れることに加え、高齢者、障がい者、

外国人等の災害時要援護者や女性、自主防災

組織、企業、ボランティア団体等の 多様な

主体の参画に努める。 

228 

 

 

 

 

 

６ 土砂災害防止法に基づく避難確保計画

策定施設に対する防災訓練支援（危機管理

部、健康福祉部、こども政策部、教育委員

会） 

１ 地域の防災訓練 自主防災組織、自治会、

地域づくり協議会及び防災ボランティア

グループ等地域の団体が主体となって、当

６ 土砂災害防止法に基づく避難確保計画

策定施設に対する防災訓練支援（危機管理

部、健康福祉部、子ども政策部、教育委員

会） 

１ 地域の防災訓練 自主防災組織、自治会、

地域づくり協議会及び防災ボランティア

グループ等地域の 団体が主体となって、
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続き 該地域の特性を考慮し、近隣多数の市民の

参加による、初期消火、救助、津波避難誘

導、避難所運営等の訓練を実施する。 ま

た、訓練には、避難行動要支援者等や女性

が参画するよう努める。 

当該地域の特性を考慮し、近隣多数の市民

の参加による、初期消火、救助、津波避難

誘導、避難所運営等の訓練を実施する。 ま

た、訓練には、災害時要援護者等や女性が

参画するよう努める。 

229 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３節 避難行動要支援者対策計画 

第１項 計画の主旨 

近年では、大規模災害時における情報の入

手や自力での避難が困難な高齢者、障がい

者等の避難行動要支援者対策の推進が迫ら

れている。避難行動要支援者の被害を最小

限にとどめるため、市は、国が示した「災

害時要援護者の避難支援ガイドライン」

（平成１８年３月災害時要援護者の避難対

策に関する検討会）、「避難行動要支援者

の避難行動支援に関する取組指針」（平成

２５年８月内閣府）を基に全体計画を策定

する。さらに、個人情報に配慮しつつ避難

行動要支援者の情報を庁内で共有・把握す

るとともに、平常時から地域において避難

行動要支援者を支援する体制整備に努め

る。 

第２項 避難行動要支援者の定義 

 

国において、平成２５年６月の災害対策基

本法の一部改正により、高齢者、障がい者、

乳幼児等特に配慮を要する者(「要配慮者」)

のうち、災害発生時の避難等に特に支援を

要する人（自ら避難することが困難な人）

を「避難行動要支援者」とすることとされ

た。 

 

 

 

 

第１３節 災害時要援護者対策計画 

第１項 計画の主旨  

近年では、大規模災害時における情報の入手

や自力での避難が困難な高齢者、障がい者等

の災害時要援護者対策の推進が迫られてい

る。災害時要援護者の被害を最小限にと ど

めるため、市は、国が示した「災害時要援護

者の避難支援ガイドライン」（平成１８年 

３月災害時要援護者の避難対策に関する検

討会）、「避難行動要支援者の避難行動支援

に 関する取組指針」（平成２５年８月内閣

府）を基に全体計画を策定する。さらに、個

人情報に配慮しつつ災害時要援護者の情報

を庁内で共有・把握するとともに、平常時か

ら地域において災害時要援護者を支援する

体制整備に努める。 

 

第２項 災害時要援護者の定義の沿革と本市

における定義付け  

国において、平成２５年６月の災害対策基本

法の一部改正により、高齢者、障がい者、乳

幼児等特に配慮を要する者(「要配慮者」)の

うち、災害発生時の避難等に特に支援を 要

する人（自ら避難することが困難な人）を「避

難行動要支援者」とすることとされた。 ま

た、「避難行動要支援者」に関しては、名簿

（避難行動要支援者名簿）の作成を地方 自

治体に義務付けることなどが規定されるな

か、“既に災害時要援護者名簿を作成済みの 

地方自治体においては、その名簿を目的の範
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続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３項 市が実施する対策 

市は、水防法に基づく対策のほか、関連部

門が把握している避難行動要支援者に関す

る情報を、災害時に活用することを目指す

とともに、民生委員・児童委員や自治会、

自主防災組織などに対して、避難支援に関

する情報を提供できる体制の整備に取り組

む。 

１ 高齢者、障がい者等に対する防災対策

（危機管理部、健康福祉部、消防本部） 

市は、基本法及び鈴鹿市避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画の作成等に関する要

綱（令和６年９月12日告示第184号）の規定

に基づき、市内に居住する高齢者、障害者

その他の特に配慮を要する者のうち、災害

が発生し、又は発生するおそれがある場合

に自ら避難することが困難な者について、

その円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

め、避難行動要支援者名簿及び個別避難計

画の作成に努める。 

（１）削除 

 

 

 

 

 

 

（１）避難行動要支援者名簿の作成 

市は、基本法第４９条の１０及び鈴鹿市避

難行動要支援者名簿及び個別避難計画の

作成等に関する要綱第４条の規定に基づ

囲内で活用することも可能”とされること 

から、本市においては、「避難行動要支援者

名簿」に替えて、「災害時要援護者名簿」、並 

びに「災害時要援護者」の名称を継続する。 

第３項 市が実施する対策  

市は、水防法に基づく対策のほか、関連部門

が把握している災害時要援護者に関する 情

報を、災害時に活用することを目指すととも

に、民生委員・児童委員や自治会、自主 防

災組織などに対して、避難支援に関する情報

を提供できる体制の整備に取り組む。 

 

１ 災害時要援護者における対策（危機管理

部、健康福祉部、消防本部） 

市は、基本法及び鈴鹿市災害時要援護者支援

活動実施要綱の規定に基づき、各号に 掲げ

る対策に努める。  

 

 

 

 

 

 

 

（１）高齢者や障がい者等の状況把握  

市は、鈴鹿市災害時要援護者支援活動実施要

綱（平成２１年１月６日告示第５号） 第１

条の規定に基づき、一人暮らしの高齢者又は

障がい者等が、災害時等における 地域での

支援を受けるための仕組みを整備すること

に努める。 

（２）災害時要援護者名簿作成  

市は、基本法第４９条の１０及び鈴鹿市災害

時要援護者支援活動実施要綱第５条 の規定

に基づき、災害の発生に備え、避難支援等の
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続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

き、災害の発生に備え、避難支援等の実

施に必要な限度で、避難行動要支援者名

簿を整備する。 

ア 避難行動要支援者の範囲 

避難行動要支援者の範囲は、次に掲げる者

（社会福祉施設又は医療機関等に長期入所

し、又は長期入院している者を除く。）と

する。 

 

 

実施に必要な限度で、災害時要援護者台帳を

整備し、本要綱上の台帳を名簿とする。  

 

ア 災害時要援護者名簿に記載する者の範囲  

災害時要援護者名簿に記載する者は、次に掲

げる者のうち災害時要援護者名簿への記載

について本人又は代理人から申し出のあり、

かつ支援組織への情報提供 に同意した者と

する。（鈴鹿市災害時要援護者支援活動実施

要綱に基づく）  

230～231 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ア)介護保険法（平成９年法律第123号）第

19条第１項に規定する要介護認定（第５

号ア(イ)において「要介護認定」という。）

を受けている者のうち、その要介護状態

区分が要介護３、要介護４又は要介護５

である者 

(イ) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第

283号）第15条第４項に規定する身体障害

者手帳の交付を受けている者のうち、そ

の障害程度等級が１級又は２級である者 

(ウ) 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和25年法律第123号）第45条第

２項に規定する精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者のうち、その障害

等級が１級又は２級である者 

(エ) 三重県療育手帳制度実施要綱（昭和

63年障第117号）第４条に規定する療育手

帳の交付を受けている者のうち、その障

がい程度が最重度（Ａ１）又は重度（Ａ

２）である者 

(オ) 名簿への登録を希望する者であって

次のいずれかに該当するもの（前各号に

掲げる者を除く。） 

ａ 単身の世帯に属する者であって次のい

（ア）６５歳以上の者でひとり暮らしの者 

 

 

 

 

 

イ）７５歳以上の者のみの世帯の世帯員  

 

 

 

（ウ）６５歳以上のみの世帯で、介護度３以

上の者がいる世帯員  

 

 

 

（エ）身体障害者手帳１級又は２級の交付を

受けた者でひとり暮らしの者  

 

 

 

（オ）療育手帳の交付を受けた者でひとり暮

らしの者  
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ずれかに該当するもの 

(ａ) 70歳以上の者 

(ｂ) 要介護認定を受けている者又は介護

保険法第19条第２項に規定する要支援認

定を受けている者 

(ｃ) 精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けている者 

(ｄ) 療育手帳の交付を受けている者 

ｂ 次のいずれかに該当する世帯（ａの世

帯を除く。）に属する者 

(ａ) 75歳以上の者のみで構成される世帯 

(ｂ) 70歳以上の者のみで構成される世帯

（(ａ)に掲げる世帯を除き、要介護状態

区分が要介護３、要介護４又は要介護５

に該当する者を含む世帯に限る。） 

ｃ 難病の患者に対する医療等に関する法

律（平成26年法律第50号）第７条第４項

に規定する医療受給者証の交付を受けて

いる者 

(カ) 前各号に掲げる者のほか、災害が発

生し、又は発生するおそれがある場合に

自ら避難することが困難な者であって、

その円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

め特に支援を要すると市長が認めるもの 

（キ）削除 

 

（ク）削除 

 

イ 名簿情報 

名簿には、避難行動要支援者に関する次に

掲げる事項を記載し、又は記録するものと

する。 

(ア) 氏名 

(イ) 生年月日 

(ウ) 性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（カ）精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

た者でひとり暮らしの者 

 

 

 

（キ）介護度「要支援」以上の者でひとり暮

らしの者  

（ク）前各号に掲げる者に準ずる状態にある

者 

イ 災害時要援護者名簿情報を提供する支援

組織関係者の範囲  

災害時要援護者名簿情報は、消防機関、県警

察、市社会福祉協議会、地域包括 支援セン

ター及び民生委員・児童委員や、情報漏えい

の防止のために必要な措置 が図られた自治

会、自主防災組織その他避難支援等の実施に
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(エ) 住所又は居所 

(オ) 電話番号その他の連絡先 

(カ) 避難支援等を必要とする事由 

(キ) 前各号に掲げるもののほか、避難支

援等の実施に関し市長が必要と認める 

事項 

ウ削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 避難行動要支援者名簿の更新に関する

事項 

市は、定期的に避難行動要支援者名簿の更

新を行うとともに、災害による停電等を考

慮し、電子媒体での管理に加え、紙媒体で

も保管する。 

オ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 削除 

 

携わる支援組織へ提 供する。 

 

 

 

 

 

 ウ 災害時要援護者名簿作成に必要な個人

情報 

災害時要援護者名簿には、次に掲げる事項を

記載する。 

（ア）氏名  

（イ）生年月日  

（ウ）性別  

（エ）住所又は居所 

 （オ）電話番号その他の連絡先  

（カ）避難支援等を必要とする事由  

（キ）上記に掲げるもののほか、避難支援等

の実施に関し市が必要と認める事項  

エ 災害時要援護者名簿の更新に関する事項  

市は、定期的に災害時要援護者名簿の更新を

行うとともに、所在マップとして 地図情報

を備える。また、災害による停電等を考慮し、

電子媒体での管理に加え、 紙媒体でも保管

する。 

オ 災害時要援護者名簿情報の提供 

 市は、災害の発生に備え、避難支援等の実

施に必要な限度で災害時要援護者名 簿のう

ち、平常時において情報開示に同意を得た者

の部分について、消防機関、 県警察、市社

会福祉協議会、地域包括支援センター、民生

委員・児童委員や情報 漏えいの防止のため

に必要な措置が図られた自治会、自主防災組

織等へ提供する。 

カ 災害時要援護者名簿情報の適切な管理  

市は、支援組織において、災害時要援護者情
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キ 削除 

 

 

（２） 個別避難計画の作成 

市は、名簿情報その他の市が保有する情報

を基に、名簿情報に係る避難行動要支援者

ごとに計画を作成するものとする。ただし、

計画を作成することについて当該避難行動

要支援者の同意が得られない場合は、この

限りでない。 

ア 計画情報 

計画には、避難行動要支援者に関する次に

掲げる事項を記載し、又は記録するものと

する。 

(ア) 名簿情報に掲げる事項 

(イ) 避難支援等実施者（避難支援等関係

者のうち当該計画に係る避難行動要支援

者について避難支援等を実施する者）の

氏名又は名称、住所又は居所及び電話番

号その他の連絡先 

(ウ) 避難施設その他の避難場所及び避難

路その他の避難経路に関する事項 

(エ) 前各号に掲げるもののほか、避難支

報の適正な管理が図られるよう情 報漏えい

防止のために適切な措置を講ずるよう努め

る。 なお、基本法第４９条の１１の規定に

基づき、災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合において、災害時要援護者の生命

又は身体を災害から保護するために特に必

要があると認めるときは、避難支援等の実施

に必要な限度で、避難支援等関係者その他の

者に対し、名簿情報を提供することができ

る。この場合においては、名簿情報を提供す

ることについて本人の同意を得ることを要

しない。 

キ 支援組織関係者の安全確保  

市は、避難支援等の実施に携わる自主防災組

織等の支援者の安全確保の措置を 講じる。  

（３） 個別避難計画の作成 

市は避難支援等に携わる関係者と連携して、

高齢者や障がい者などの災害時要援護者の

逃げ遅れを防ぐため、避難先や移動手段、必

要な持ち出し品、支援者名など を記載し、

一人ひとり避難方法を事前に取り決めてお

く個別避難計画の策定に努める。  
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援等の実施に関し市が必要と認める事項 

（３） 名簿情報等の提供 

市は、災害の発生に備え、避難支援等の実

施に必要な限度で、自治会、自主防災組織、

民生委員又は児童委員、消防署、消防団、

社会福祉協議会、地域包括支援センター、

警察署その他の避難支援等の実施に携わる

避難支援等関係者に対し、名簿情報及び計

画情報を提供するものとする。ただし、名

簿情報等を提供することについて当該名簿

情報等に係る避難行動要支援者（計画情報

を提供する場合にあっては、避難行動要支

援者及び避難支援等実施者）の同意が得ら

れない場合は、この限りでない。なお、基

本法第４９条の１１の規定に基づき、災害

が発生し、又は発生するおそれがある場合

において、避難行動要支援者の生命又は身

体を災害から保護するために特に必要があ

ると認めるときは、避難支援等の実施に必

要な限度で、避難支援等関係者その他の者

に対し、名簿情報等を提供することができ

る。 

（４） 名簿情報等の管理 

名簿情報等の提供を受けたものは、名簿情

報等の漏えい、紛失、毀損及び改ざんの防

止その他の名簿情報等の適正な管理のた

め、次に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。 

ア 避難支援等の目的以外の目的のために

名簿情報等を自ら利用し、又は第三者に

提供しないこと。 

イ 名簿情報等を市の許可なく複製しない

こと。 

ウ 名簿情報等を施錠可能な場所等で厳重

に管理すること。 
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体である場合にあっては、当該団体にお

いて名簿情報等を管理する者を定めるこ

と。この場合において、その任を後任の

者に引き継ぐときは、適切に名簿情報等

を引き継ぐこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

231～234 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）緊急警報システム等の整備 

市は、避難行動要支援者の対応能力を考慮

した緊急警報システム（ＦＡＸによる緊急

警報システム等）の充実に努めるとともに、

自主防災組織、近隣居住者等の協力を得て、

迅速かつ安全に避難が行えるよう、地域ぐ

るみの避難誘導システムの確立に努める。 

（６）社会福祉施設対策 

（７）避難対策及び生活支援  

（８）応援協力体制の整備 

市は、災害時の避難行動要支援者に対する

救援活動等を円滑に実施するため、平常時

から医療機関、社会福祉協議会、地域包括

支援センター、社会福祉施設、居宅介護支

援事業所、近隣住民やボランティア組織、

三重県災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）、

国及び他の地方公共団体、企業等との応援

協力体制の確立に努め、人員体制に不足が

ある場合は、三重県に対し応援職員の派遣

について要請を行う。 

（９）防災教育・防災訓練の実施 

市は、社会福祉施設、障がい者団体、近隣

住民等の協力を得て避難行動要支援者が自

らの災害対応能力を高めるために、避難行

動要支援者の特性に合わせた防災教育や防

災訓練の充実を図る。 

（１０）停電時における医療機器の電源の

（４）緊急警報システム等の整備  

市は、災害時要援護者の対応能力を考慮した

緊急警報システム（ＦＡＸによる緊 急警報

システム等）の充実に努めるとともに、自主

防災組織、近隣居住者等の協力 を得て、迅

速かつ安全に避難が行えるよう、地域ぐるみ

の避難誘導システムの確立 に努める。  

（５）社会福祉施設対策  

（６）避難対策及び生活支援  

（７）応援協力体制の整備  

市は、災害時の災害時要援護者に対する救援

活動等を円滑に実施するため、平常 時から

医療機関、社会福祉協議会、地域包括支援セ

ンター、社会福祉施設、居宅介 護支援事業

所、近隣住民やボランティア組織、三重県災

害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）、国及び他の

地方公共団体、企業等との応援協力体制の確

立に努め、人員体制に 不足がある場合は、

三重県に対し応援職員の派遣について要請

を行う。  

（８）防災教育・防災訓練の実施  

市は、社会福祉施設、障がい者団体、近隣住

民等の協力を得て災害時要援護者が 自らの

災害対応能力を高めるために、災害時要援護

者の特性に合わせた防災教育や 防災訓練の

充実を図る。  

（９）停電時における医療機器の電源の確保 
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確保 

２ 妊産婦、乳幼児、外国人等に対する防

災対策（危機管理部、地域振興部、こど

も政策部、健康福祉部、消防本部） 

 

３ 土砂災害防止法（平成１２年５月８日

法律第５７号）に基づく対策（危機管理

部、健康福祉部、こども政策部、消防本

部） 

第５項 市民や地域が実施する対策 

１ 平常時からの準備 

（１）災害時における避難行動要支援者の

避難誘導及び安否確認については、近隣

住民等避難支援等実施者の協力が不可欠

となることから、平常時から避難行動要

支援者の把握に努め、地域内での見守り

等交流を深める。 

（２）大規模災害発生時に、地域で円滑な

避難所運営を図るため、平常時から避難

行動要支援者が参加した避難訓練や避難

所運営訓練の実施に努める。 

（３）略 

（４）避難行動要支援者及びその家族は、

平常時から地域活動（防災訓練など）に

積極的に参加し、災害時に手助けが必要

な状況を理解してもらえるよう、地域住

民等との関係構築、交流に努める。 

（５）避難行動要支援者は、災害時に救援

活動が迅速かつ円滑に行われるように、

近隣住民等避難支援等実施者及び支援団

体等避難支援等関係者へ必要な情報を提

供し、市へ個別避難計画登録申出を行う。 

（６）避難行動要支援者やその家族は、自

分の住んでいる地域の避難場所や収容避

難所等の位置を確認し、避難経路をあら

 

２ 妊産婦、乳幼児、外国人等に対する防災

対策（危機管理部、地域振興部、子ども政 

策部、健康福祉部、消防本部） 

 

３ 土砂災害防止法（平成１２年５月８日法

律第５７号）に基づく対策（危機管理部、 

健康福祉部、子ども政策部、消防本部） 

  

第５項 市民や地域が実施する対策 

１ 平常時からの準備  

（１）災害時における災害時要援護者の避難

誘導及び安否確認については、近隣住民等 

地域支援者の協力が不可欠となることか

ら、平常時から災害時要援護者の把握に努 

め、地域内での見守り等交流を深める。  

 

（２）大規模災害発生時に、地域で円滑な避

難所運営を図るため、平常時から災害時要 

援護者が参加した避難訓練や避難所運営

訓練の実施に努める。 

（３）略 

（４）災害時要援護者及びその家族は、平常

時から地域活動（防災訓練など）に積極的 

に参加し、災害時に手助けが必要な状況を

理解してもらえるよう、地域住民等との 

関係構築、交流に努める。  

（５）災害時要援護者は、災害時に救援活動

が迅速かつ円滑に行われるように、近隣住 

民等地域支援者及び支援団体等へ必要な

情報を提供し、市へ災害時要援護者台帳登

録を行う。  

（６）災害時要援護者やその家族は、自分の

住んでいる地域の避難場所や収容避難所

等 の位置を確認し、避難経路をあらかじ
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かじめ把握する。 

（７）災害は、家族全員が揃っているとき

に起こるとは限らないため、避難行動要

支援者については、あらかじめ、家族間

でそれぞれの避難場所や連絡方法、集合

場所を決めておく。 

（８）～（９）略 

 

２ 災害発生時の対応 

（１）地域において、高齢者、障がい者等

の避難行動要支援者がいることを理解

し、状況に応じて声をかけて、一緒に避

難する。 

（２）避難場所等における避難行動要支援

者への対応については、避難支援等実施

者や地域担当スタッフを決めて必要な支

援に取り組むことに努める。 

（３）収容避難所において、段差の少ない

場所やトイレに近い場所に、高齢者や障

がい者を配置したり、集団で過ごすこと

が苦手な人や妊産婦等のためのスペース

を確保するなど避難行動要支援者の特性

に応じた対応を行う。 

（４）～（５）略 

（６）食料や生活物資の配布において、避

難行動要支援者に配慮して配布する。ま

た、避難していない避難行動要支援者が

いるときは、自宅に取り残されていない

か等協力して安否の確認を行う。 

め把握する。  

（７）災害は、家族全員が揃っているときに

起こるとは限らないため、災害時要援護者 

については、あらかじめ、家族間でそれぞ

れの避難場所や連絡方法、集合場所を決 

めておく。 

（８）～（９）略 

 

２ 災害発生時の対応  

（１）地域において、高齢者、障がい者等の

災害時要援護者がいることを理解し、状況 

に応じて声をかけて、一緒に避難する。  

 

（２）避難場所等における災害時要援護者へ

の対応については、地域支援者や地域担当 

スタッフを決めて必要な支援に取り組む

ことに努める。  

（３）収容避難所において、段差の少ない場

所やトイレに近い場所に、高齢者や障がい 

者を配置したり、集団で過ごすことが苦手

な人や妊産婦等のためのスペースを確保 

するなど災害時要援護者の特性に応じた

対応を行う。  

（４）～（５）略 

（６）食料や生活物資の配布において、災害

時要援護者に配慮して配布する。また、避

難していない災害時要援護者がいるとき

は、自宅に取り残されていないか等協力し

て安否の確認を行う。 
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235 （１）略 

（２）活動内容 

ア～キ 略 

ク 避難行動要支援者への配慮や避難対策 

（１）略 

（２）活動内容 

ア～キ 略 

ク 災害時要援護者への配慮や避難対策 

244 ３ 広域的な協力体制の整備（環境部）  

（１）略 

（２）協力支援体制の整備  

災害による処理施設、機材等の不足に対応

するため、県内市町相互はもとより、 他

府県や民間団体、民間企業との協力体制の

整備を推進すると共に、災害廃棄物処理支

援員制度（人材バンク）の活用を検討する。 

３ 広域的な協力体制の整備（環境部）  

（１）略 

（２）協力支援体制の整備  

災害による処理施設、機材等の不足に対応

するため、県内市町相互はもとより、 他

府県や民間団体との協力体制の整備を推

進すると共に、災害廃棄物処理支援員制 

度（人材バンク）の活用を検討する。 

245 １ 地区防災計画の策定に対する支援 

（１）略 

（２）高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、

外国人、旅行者等の避難行動要支援者に

十分配慮し、地域内に居住する避難行動

要支援者を支援する対策が計画に盛り込

まれるよう、助言を行う。 

１ 地区防災計画の策定に対する支援 

（１）略 

（２）高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、

外国人、旅行者等の災害時要援護者に十

分配慮し、地域内に居住する災害時要援

護者を支援する対策が計画に盛り込まれ

るよう、助言を行う。 

247 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１項 計画の主旨 

南海トラフ地震等の大規模災害が発生した

際は、関係機関や応援協定団体の支援を受

けること又は支援を行うこととなる。発災

直後においても各種受援・応援が可能な体

制の整備、情報共有のあり方、執務スペー

ス、活動拠点、宿泊場所の環境確保を目指

す。 

第２項 市が実施する対策（危機管理部、

総務部） 

１ 市町間の応援・受援に係る計画の策定

及び体制の整備 

三重県市町災害時応援協定に基づき、円滑

な応援・受援に必要な計画をあらかじめ策

定し、体制の整備を図るとともに、協定に

基づく訓練の実施及び協力に努める。 

第１項 計画の主旨 

南海トラフ地震等の大規模災害が発生した

際は、県内外の関係機関や応援協定団体の

支援を受けることとなる。発災直後におい

ても各種支援・応援の受入れが可能な体制

の整備、情報共有のあり方、執務スペース、

活動拠点、宿泊場所の環境確保を目指す。 

 

第２項 市が実施する対策（危機管理部、

総務部） 

１ 市町間の応援・受援に係る計画の策定

及び体制の整備 

三重県市町災害時応援協定に基づき、円滑

な応援・受援対策に必要な計画をあらかじ

め策定し、体制の整備を図るとともに、協

定に基づく防災訓練の実施及び協力に努め
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続き  

６ 新物資システム（B-PLo）の活用 

 

新物資システム（B-PLo）を用いて、備蓄状

況の確認を行うとともに、あらかじめ登録

されている物資の輸送拠点を速やかに開設

できるよう、物資の輸送拠点の管理者の連

絡先や開設手続を関係者間で共有するな

ど、備蓄物資の調達を含め、速やかな物資

支援のための準備に努める。 

る。 

６ 物資調達・輸送調整等支援システムの

活用 

物資調達・輸送調整等支援システムを用い

て、備蓄状況の確認を行うとともに、あら

かじめ登録されている物資の輸送拠点を速

やかに開設できるよう、物資の輸送拠点の

管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共

有するなど、備蓄物資の調達を含め、速や

かな物資支援のための準備に努める。 

252 １ 通信手段の利用方法等 

（１）電話による通話（総務管理部） 

市及び関係機関は、通信設備の優先利用に

ついて、ＮＴＴ西日本株式会社三重支店と

あらかじめ協議し、使用手続きを決めてお

く。 

１ 通信手段の利用方法等 

（１）電話による通話（総務管理部） 

市及び関係機関は、通信設備の優先利用に

ついて、西日本電信電話株式会社三重支

店とあらかじめ協議し、使用手続きを決

めておく。 

255 

 

 

１ 情報収集・連絡手段（危機管理班、総

務管理部、各担当部） 

（１）情報の収集・連絡 

コールセンター及び各部は、それぞれの所

掌の災害等の情報を職員の現場派遣や無人

航空機の活用も含めて可能な限りの手段を

講じて収集する。参集途上の職員は、周囲

の被害状況を把握し、参集後班長に対し報

告する。 

各部は、収集した情報を総務管理部総務班

に報告する。また、各班はあらかじめ報告

の責任者を定めておき、数字等の調査につ

いて責任を持つ。 

さらに、必要に応じて、国の新総合防災情

報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）も適切に

活用する。 

 

１ 情報収集・連絡手段（危機管理班、総

務管理部、各担当部） 

（１）情報の収集・連絡 

コールセンター及び各部は、それぞれの所

掌の災害等の情報を職員の現場派遣も 

含めて可能な限りの手段を講じて収集す

る。参集途上の職員は、周囲の被害状況を

把握し、参集後班長に対し報告する。 

各部は、収集した情報を総務管理部総務班

に報告する。また、各班はあらかじめ 

報告の責任者を定めておき、数字等の調査

について責任を持つ。 
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255～256 （２）ボランティアの募集 

ア 略 

イ インターネット利用者等のボランティ

ア活用は、ウェブサイトや商用ネットの

掲示板を通じて協力を促す。 

（２）ボランティアの募集 

ア 略 

イ インターネット利用者等のボランティ

ア活用は、ホームページや商用ネットの

掲示板を通じて協力を促す。 

257 第１項 計画の主旨 

住民の安全の確保、混乱の防止、民心の安定

を図り、円滑な災害応急対策を実施するた

め、防災行政無線、テレビ、コミュニティＦ

Ｍ、新聞、広報車、インターネットを利用し

たウェブサイト、電子メール、ＳＮＳ（ソー

シャル・ネットワーキング・サービス）や防

災アプリ等のあらゆる広報手段を活用して

迅速かつ適切な広報を行う。 

２ 広報手段 

（１）市をはじめ各防災関係機関は、あら

ゆる広報媒体を利用して広報を行うととも

に、高齢者、聴覚障害者、視覚障害者、外

国人等の避難行動要支援者に配慮した情報

伝達に努める。 

第１項 計画の主旨 

住民の安全の確保、混乱の防止、民心の安定

を図り、円滑な災害応急対策を実施するた

め、防災行政無線、テレビ、コミュニティＦ

Ｍ、新聞、広報車、インターネットを利用し

たホームページ、電子メール、ＳＮＳ（ソー

シャル・ネットワーキング・サービス）や防

災アプリ等のあらゆる広報手段を活用して

迅速かつ適切な広報を行う。 

２ 広報手段 

（１）市をはじめ各防災関係機関は、あら

ゆる広報媒体を利用して広報を行うとと

もに、高齢者、聴覚障害者、視覚障害者、

外国人等の災害時要援護者に配慮した情

報伝達に努める。 

258 

 

２ 情報の発信 

住民は、生命の危険にさらされない範囲で、

「すずか減災プロジェクト」を含む、ＳＮＳ

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）

や防災アプリ（ＣＮＳコネクト、みえ防災ナ

ビ等）等を利用して自ら災害情報の発信を心

掛け、市内の情報共有に努める。 

 

２ 情報の発信 

住民は、生命の危険にさらされない範囲で、

「すずか減災プロジェクト」を含む、ＳＮＳ

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）

や防災アプリ（ＣＮＳコネクト等）等を利用

して自ら災害情報の発信を心掛け、市内の情

報共有に努める。 

 

261 （４）災害発生直前の対策 

水害の危険がある区域に、地下空間等にあ

る施設や主に避難行動要支援者が利用する

施設がある場合、施設利用者が円滑かつ迅

速な避難を確保する対策を講じる。 

 

 

（４）災害発生直前の対策 

水害の危険がある区域に、地下空間等にあ

る施設や主に災害時要援護者が利用する施

設がある場合、施設利用者が円滑かつ迅速

な避難を確保する対策を講じる。 
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264 （２）避難誘導 

ア 自主防災組織又は住民等 

住民等は、互いの安全を確認し、自主性を

もち主体的に避難する。避難する場合は、

地域の避難行動要支援者の安否を確認し、

避難支援を行う。 

（２）避難誘導 

ア 自主防災組織又は住民等 

住民等は、互いの安全を確認し、自主性を

もち主体的に避難する。避難する場合は、

地域の災害時要援護者の安否を確認し、避

難支援を行う。 

265 【津波予報等の伝達系統図】 

ＮＴＴ東日本又は西日本 

【津波予報等の伝達系統図】 

NTTマーケティングアクト福岡センター 

275 （イ） 指示等の周知徹底 

ａ～ｅ 略 

ｆ 高齢者、障がい者、外国人等の避難行動

要支援者に対する避難情報の提供を図る。 

（イ） 指示等の周知徹底 

ａ～ｅ 略 

ｆ 高齢者、障がい者、外国人等の災害時要

援護者に対する避難情報の提供を図る。 

276 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 避難方法（総務管理部、福祉医療対策

部、消防対策部） 

（１）避難の順序 

避難立退きの誘導に当たっては、高齢者、

障がい者等の避難行動要支援者を優先して

行う。また、避難行動要支援者の情報把握

については、個別避難計画を参考に民生委

員や地域住民、社会福祉施設等関係機関と

連携した状況確認や避難誘導を行う。 

５ 避難所の開設及び運営（総務管理部、避

難所対策部、福祉医療対策部、建築対策

部） 

（１）略 

（２）設置の方法 

ア 避難場所は学校、公民館、地区集会所

等の既存建物を使用するのが適当と認め

られるが、これらの適当な施設がないと

きは、テント等を借り上げて野外に仮設

する。また、高齢者、障がい者、妊産婦、

外国人等の避難行動要支援者に配慮し

て、多様性を考慮した避難場所の確保に

努める。 

 

４ 避難方法（総務管理部、福祉医療対

策部、消防対策部） 

（１）避難の順序 

避難立退きの誘導に当たっては、高齢者、

障がい者等の災害時要援護者を優先して行

う。また、災害時要援護者の情報把握につ

いては、災害時要援護者名簿を参考に民生

委員や地域住民、社会福祉施設等関係機関

と連携した状況確認や避難誘導を行う。 

５ 避難所の開設及び運営（総務管理部、避

難所対策部、福祉医療対策部、建築対策

部） 

（１）略 

（２）設置の方法 

ア 避難場所は学校、公民館、地区集会所

等の既存建物を使用するのが適当と認め

られるが、これらの適当な施設がないと

きは、テント等を借り上げて野外に仮設

する。また、高齢者、障がい者、妊産婦、

外国人等の災害時要援護者に配慮して、

多様性を考慮した避難場所の確保に努め

る。 
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277 （４）運営管理 

ア～カ略 

キ 高齢者、障がい者等の避難行動要支援者

の心身双方の健康状態には特段の配慮を 

行い、必要に応じて、福祉避難所となる福

祉施設等への入所、三重県災害派遣福祉チ

ーム（ＤＷＡＴ）やホームヘルパーの派遣、

車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランテ

ィア団体等の協力を得て実施する。 

ク～サ略 

（４）運営管理 

ア～カ略 

キ 高齢者、障がい者等の災害時要援護者の

心身双方の健康状態には特段の配慮を 行

い、必要に応じて、福祉避難所となる福祉

施設等への入所、三重県災害派遣福 祉チ

ーム（ＤＷＡＴ）やホームヘルパーの派遣、

車椅子等の手配等を福祉事業者、 ボラン

ティア団体等の協力を得て実施する。 

ク～サ略 

278 シ 屋内運動場（体育館）に多数の避難者を

収容できない場合や、避難行動要支援者 

等への対応のため、校舎を二次開設するこ

とが必要となった場合は、施設管理者及び

避難所運営委員会等と協議の上、校舎を開

放する。 

（８）避難行動要支援者への対応  

市は、避難所で生活する高齢者、障がい者等

の避難行動要支援者に対し、ボランティア等

の協力を得て、各種救援活動を行う。 

シ 屋内運動場（体育館）に多数の避難者を

収容できない場合や、災害時要援護者等へ

の対応のため、校舎を二次開設することが

必要となった場合は、施設管理者 及び避

難所運営委員会等と協議の上、校舎を開放

する。 

（８）災害時要援護者への対応 

市は、避難所で生活する高齢者、障がい者等

の災害時要援護者に対し、ボランティア等の

協力を得て、各種救援活動を行う。 

279 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１項 市民や地域が実施する対策  

１ 避難所における地域住民及び避難者の協

力  

（１）略 

（２）避難行動要支援者への支援  

避難所の運営に当たっては、避難行動要支

援者の生活が安全になされるよう配慮す

るものとし、健常な避難者はその運営に配

慮、協力する。 

２ 津波からの自衛措置 

（１）住民の協力による避難行動の促進 

津波浸水予測図により浸水の可能性が認め

られる沿岸部住民は、津波警報等が発表さ

れるなど、津波の危険を認知した場合、又

は津波警報等の発表前でも大規模な地震が

第１項 市民や地域が実施する対策  

１ 避難所における地域住民及び避難者の協

力  

（１）略 

（２）災害時要援護者への支援  

避難所の運営にあたっては、災害時要援護

者の生活が安全になされるよう配慮する

ものとし、健常な避難者はその運営に配

慮、協力する。 

２ 津波からの自衛措置 

（１）住民の協力による避難行動の促進 

津波浸水予測図により浸水の可能性が認め

られる沿岸部住民は、津波警報等が発表さ

れるなど、津波の危険を認知した場合、又

は津波警報等の発表前でも大規模な地震が
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続き 発生し、停電等で情報が入手できない場合

は、周辺の住民に“声かけ”をし、避難を

促しながら、速やかに避難場所に避難する。

また、避難に際しては徒歩で避難すること

を原則とする。ただし、避難行動要支援者

の避難等、やむを得ないケースについて、

津波避難計画等で地域の合意形成がなされ

ている場合については、自家用車等での避

難を行う。 

 

（２）避難行動要支援者の避難支援 

津波浸水予測図により浸水の可能性が認め

られる地域において、津波警報等が発表さ

れるなどした場合、地域の津波避難計画に

沿って、可能な範囲で避難行動要支援者の

避難支援に努める。避難行動要支援者の個

別の避難計画を策定している地域にあって

は、計画に沿った支援に努める。 

発生し、停電等で情報が入手できない場合

は、周辺の住民に“声かけ”をし、避難を

促しながら、速やかに避難場所に避難する。

また、避難に際しては徒歩で避難すること

を原則とする。ただし、災害時要援護者の

避難等、やむを得ないケースについて、津

波避難計画等で地域の合意形成がなされて

いる場合については、自家用車等での避難

を行う。 

 

（２）災害時要援護者の避難支援 

津波浸水予測図により浸水の可能性が認め

られる地域において、津波警報等が発表さ

れるなどした場合、地域の津波避難計画に

沿って、可能な範囲で災害時要援護者の避

難支援に努める。災害時要援護者の個別の

避難計画を策定している地域にあっては、

計画に沿った支援に努める。 

283 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 被災宅地危険度判定の実施 

市長は、区域内において震災により、宅地が

大規模かつ広範囲に被災し、被災宅地危険度

判定が必要と判断した場合は、当該危険度判

定の実施を決定する。その際は、被災宅地危

険度判定拠点（サテライト共）の施設の位置

付けを行う。 市長は、判定実施を決定した

ときは、本部内に判定実施本部を設置すると

ともに、 その旨を県に連絡する。併せて、

被害者等への周知等、判定実施に必要な措置

を講じ、必要に応じて判定士の派遣など判定

支援を知事に要請する。被災宅地危険度判定

士は、宅地の被害状況を現地調査して危険度

を判定し、宅地に 判定結果を標示して、所

有者、使用者、付近を通行する人及び近隣住

民等に注意喚起するとともに、遅延なく実施

本部に報告する。 

６ 被災宅地危険度判定の実施 

市長は、区域内において震災により、宅地が

大規模かつ広範囲に被災し、被災宅地 危険

度判定が必要と判断した場合は、当該危険度

判定の実施を決定する。その際は、 被災宅

地応急危険度判定拠点（サテライト共）の施

設の位置づけを行う。 市長は、判定実施を

決定したときは、本部内に判定実施本部を設

置するとともに、 その旨を県に連絡する。

併せて、被害者等への周知等、判定実施に必

要な措置を講じ、 必要に応じて判定士の派

遣など判定支援を知事に要請する。 被災宅

地危険度判定士は、宅地の被害状況を現地調

査して危険度を判定し、宅地に 判定結果を

標示して、所有者、使用者、付近を通行する

人及び近隣住民等に注意喚起 するととも

に、遅延なく実施本部に報告する。 
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284 １ 食料の供与（総務管理部、避難所対策部、

産業物資対策部） 

震災時における主食等の供給及び炊き出し

等の食料の応急供給については、県と常に連

絡を保ち、必要な場合は新物資システム

（B-PLo）等を用いて県へ協力を要請し、市

長が実施する。 

１ 食料の供与（総務管理部、避難所対策部、

産業物資対策部）  

震災時における主食等の供給及び炊き出し

等の食料の応急供給については、県と常 に

連絡を保ち、必要な場合は物資調達・輸送調

整等支援システム等を用いて県へ協力 を要

請し、市長が実施する。 

285 ※三重県広域受援計画に基づく ※三重県広域受援計画（令和３年３月）に基

づく 

287 （５） 給水困難地域、避難行動要支援者へ

の給水 

道路途絶地域や避難行動要支援者への給水

は、自主防災組織、自治会、ボランティア等

に協力を要請し、給水拠点からの給水を依頼

する。 

（５） 給水困難地域、災害時要援護者への

給水  

道路途絶地域や災害時要援護者への給水は、

自主防災組織、自治会、ボランティ ア等に

協力を要請し、給水拠点からの給水を依頼す

る。 

288 ３ 道路途絶地域や避難行動要支援者への給

水に関して、自主防災組織、自治会、ボラン

ティア等と協力し、給水拠点からの給水を行

う。 

３ 道路途絶地域や災害時要援護者への給水

に関して、自主防災組織、自治会、ボランテ

ィア等と協力し、給水拠点からの給水を行

う。 

289 

 

 

 

 

 

２ 物資の調達・輸送  

（１）市は、感染症（新型コロナウイルス感

染症等）の感染状況を踏まえつつ、地域内で

調達できる生活必需品の調達先及び集積場

所等の状況を把握しておく。なお、地域内に

おいて調達が不能となったときは、新物資シ

ステム（B-PLo）を活用し、県に協力を求め

る。 

２ 物資の調達・輸送  

（１）市は、感染症（新型コロナウイルス感

染症等）の感染状況を踏まえつつ、地域内 で

調達できる生活必需品の調達先及び集積場

所等の状況を把握しておく。なお、地域内に

おいて調達が不能となったときは、物資調

達・輸送調整等支援システムを活用し、県に

協力を求める。 

290 

 

 

 

 

 

 

８ 国によるプッシュ型支援が実施された際

の計画及び配分予定数  

三重県広域受援計画では、発災後４日目～７

日目を目安に国によるプッシュ型支援物資

が県物資拠点（中勢拠点）から市物資拠点（Ａ

ＧＦ鈴鹿体育館 及び西部体育館）へ配送す

る計画であるため、市物資拠点に配送された

後、速やかに避難所等へ配送する。 

８ 国によるプッシュ型支援が実施された際

の計画及び配分予定数  

三重県広域受援計画（令和４年３月）では、

発災後４日目～７日目を目安に国によるプ

ッシュ型支援物資が県物資拠点（中勢拠点）

から市物資拠点（ＡＧＦ鈴鹿体育館 及び西

部体育館）へ配送する計画であるため、市物

資拠点に配送された後、速やかに 避難所等
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続き へ配送する。 

293 ア 略 

イ 救護所設置予定の収容避難所等 

医師会マニュアルに基づき、収容避難所及

び一部の病院を中心に救護所の設置を予定

するが、災害地域、災害状況に応じて臨時

に適当な場所に救護所を設置することもあ

る。なお、救護所では検視を実施しない。 

 

１区：鈴鹿市応急診療所、神戸中学校、一

ノ宮小学校 

２区：深伊沢小学校、加佐登小学校、平田

野中学校、牧田小学校、明生小学校 

 

３区：千代崎中学校、玉垣小学校、旭が丘

小学校、白子中学校、稲生小学校、天栄中

学校、鈴鹿市武道館 

ア 略 

イ 救護所設置予定の収容避難所等 

医師会マニュアルに基づき、下記のとおり

収容避難所及び一部の病院を中心に救護所

の設置を予定するが、災害地域、災害状況

に応じて臨時に適当な場所に救護所を設置

することもある。なお、救護所では検視を

実施しない。 

１区：鈴鹿市応急診療所、神戸中学校、一

ノ宮小学校 

２区：庄野小学校、深伊沢小学校、加佐登

小学校、平田野中学校、牧田小学校、 

明生小学校 

３区：千代崎中学校、玉垣小学校、旭が丘

小学校、白子中学校、稲生小学校、 

天栄中学校、鈴鹿市武道館、白子小学校、

鼓ヶ浦小学校 

※津波浸水予測区域内に所在する小学校２

校（白子、鼓ヶ浦）は津波が発生 

していない場合に開設する。 

297 

 

 

 

１ 行方不明者等の捜索（消防対策部） 

（１）捜索の基本 

ア 行方不明者及び安否不明者の住所、氏

名、年齢、身体的特徴、着衣、携帯品、

携帯電話の位置情報等 

１ 行方不明者等の捜索（消防対策部） 

（１） 捜索の基本 

ア 行方不明者及び安否不明者の住所、氏

名、年齢、身体的特徴、着衣、携帯品等 

300 ５ 保健活動 

（１）略 

（２）栄養・食生活支援 

ア 関係機関・部署と連携を図りながら、避

難所等での栄養・食生活支援活動を行う。 

（ア）高齢者、障がい者、難病患者、妊婦、

乳幼児等の避難行動要支援者に対する栄

養相談・指導を行う。 

５ 保健活動 

（１）略 

（２）栄養・食生活支援 

ア 関係機関・部署と連携を図りながら、避

難所等での栄養・食生活支援活動を行う。 

（ア）高齢者、障がい者、難病患者、妊婦、

乳幼児等の災害時要援護者に対する栄養

相談・指導を行う。 

302 ２ ごみ・し尿の収集と処理  ２ ごみ・し尿の収集と処理  
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続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ごみ処理  

ア 処理体制  

市は、被害地域のごみの発生状況と、収集運

搬体制及び処理施設の稼動状況、仮設処理施

設の設置・運用状況、広域処理等を総合的に

判断して、適切な処理体制を敷く。また、日々

大量に発生するごみの処理や一時保管が困

難とならないよう、住民に対して広く啓発

し、適切な集積や分別の協力依頼を行う。 処

理機材、人員等については、可能な限り市の

現有体制で対応することとするが、必要に応

じて機材の借上げ等を行うことにより迅速

な処理を行う。 また、特に甚大な被害を受

けた場合、機材、人員等において処理に支障

が生ずる時には、その程度に応じて近隣市

町、県あるいは民間団体、民間企業に応援を

要請する。加えて、ボランティア、ＮＰＯ等

の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める

場合には、社会福祉協議会、ＮＰＯ等と連携

し、作業実施地区や作業内容を調整、分担す

るなど して、効率的に災害廃棄物等の搬出

を行うものとする。 なお、基本法第８６条

の５第４項に基づき環境大臣により廃棄物

処理特例地域として指定を受けた際は、定め

られた廃棄物処理特例基準に基づき処理す

る。 

（１）ごみ処理  

ア 処理体制 

市は、被害地域のごみの発生状況と、収集運

搬体制及び処理施設の稼動状況、 仮設処理

施設の設置・運用状況、広域処理等を総合的

に判断して、適切な処理体 制を敷く。また、

日々大量に発生するごみの処理や一時保管

が困難とならないよ う、住民に対して広く

啓発し、適切な集積や分別の協力依頼を行

う。 処理機材、人員等については、可能な

限り市の現有体制で対応することとする 

が、必要に応じて機材の借上げ等を行うこと

により迅速な処理を行う。 また、特に甚大

な被害を受けた場合、機材、人員等において

処理に支障が生ずる時には、その程度に応じ

て近隣市町あるいは県に応援を要請する。加

えて、ボ ランティア、ＮＰＯ等の支援を得

て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社

会 福祉協議会、ＮＰＯ等と連携し、作業実

施地区や作業内容を調整、分担するなど し

て、効率的に災害廃棄物等の搬出を行うもの

とする。 なお、基本法第８６条の５第４項

に基づき環境大臣により廃棄物処理特例地

域 として指定を受けた際は、定められた廃

棄物処理特例基準に基づき処理する。 

304 

 

 

 

 

 

 

 

（１）～（４）略 

（５）上記の措置は、学校（園）長が教育委

員会と協議の上決定するものとし、応急 

教育実施に当たっては、児童生徒等及び保

護者等に対し、メール、ウェブサイト等 避

難した児童生徒等の連絡先がわからない

場合にも情報を伝達する方法をあらかじ

め講じておき、実施時期等の周知を図る。 

（１）～（４）略 

（５）上記の措置は、学校（園）長が教育委

員会と協議のうえ決定するものとし、応急 

教育実施にあたっては、児童生徒等及び保

護者等に対し、メール、ホームページ等 避

難した児童生徒等の連絡先がわからない

場合にも情報を伝達する方法をあらかじ

め講じておき、実施時期等の周知を図る。 
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308 ２ ボランティアの活動内容 

（１）略 

（２）避難生活者の支援（水くみ、炊き出し、

救援物資の仕分け・配付、高齢者等避難行

動要支援者の介護等）  

（３）在宅者の支援（高齢者等避難行動要支

援者の安否確認・介護、食事・飲料水の提

供等） 

２ ボランティアの活動内容  

（１）略 

（２）避難生活者の支援（水くみ、炊き出し、

救援物資の仕分け・配付、高齢者等災害時

要援護者の介護等）  

（３）在宅者の支援（高齢者等災害時要援護

者の安否確認・介護、食事・飲料水の提供 

等） 

311 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 国によるプッシュ型支援が実施された際

の受入れ施設（総務管理部、産業物資対策

部） 

国により支援物資等が配送されるプッシュ

型支援が開始された際は、「ＡＧＦ鈴鹿体 

育館」及び「西部体育館」を市物資拠点とし

て受入れ先とする。なお、物資拠点での運営

等については、民間物流事業者等に対して運

営協力を依頼するほか、新物資システム

（B-PLo）等を活用し、県に対しても応援要

請を実施する。 なお、配分予定数等につい

ては第１５節「衣料・生活必需品供給計画」

による。 

８ 略 

９ 緊急輸送ルート等の被害状況・啓開状況

の情報収集 

緊急輸送ルート等の道路情報が不透明なこ

とにより支援物資の輸送が停滞しないよ 

う、新物資システム（B-PLo）等を活用し、

緊急輸送ルートや重要物流道路、第 1～3 次

緊急輸送道路（詳細は下記のとおり）等と基

幹収容避難所や災害時給水拠点、物資拠点等

を結ぶ災害ネットワーク道路の迅速な情報

収集及び道路啓開を行うための体制の検討

を行う。 

７ 国によるプッシュ型支援が実施された際

の受入れ施設（総務管理部、産業物資対策 

部）  

国により支援物資等が配送されるプッシュ

型支援が開始された際は、「ＡＧＦ鈴鹿体 

育館」及び「西部体育館」を市物資拠点とし

て受入れ先とする。なお、物資拠点での 運

営等については、民間物流事業者等に対して

運営協力を依頼するほか、物資調達・ 輸送

調整等支援システム等を活用し、県に対して

も応援要請を実施する。 なお、配分予定数

等については第１５節「衣料・生活必需品供

給計画」による。  

８ 略 

９ 緊急輸送ルート等の被害状況・啓開状況

の情報収集 

緊急輸送ルート等の道路情報が不透明なこ

とにより支援物資の輸送が停滞しないよう、

物資調達・輸送調整等支援システム等を活用

し、緊急輸送ルートや重要物流道路、第 1～

3 次緊急輸送道路（詳細は下記のとおり）等

と基幹収容避難所や災害時給水拠点、 物資

拠点等を結ぶ災害ネットワーク道路の迅速

な情報収集、及び、道路啓開を行うための体

制の検討を行う。 

327 

 

第１項 計画の主旨 

市長は知事に対して防災ヘリコプターの応

第１項 計画の主旨 

市長は知事に対して防災ヘリコプターの応
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続き 援要請を｢三重県防災ヘリコプターに応援

に関する支援協定｣の定めるところにより

行う。 

※緊急時応援要請連絡先 

消防保安課 防災航空隊 

災害即応・連携課 

援要請を｢三重県防災ヘリコプター応援協

定｣の定めるところにより行う。 

 

※緊急時応援要請連絡先 

災害対策課  防災航空隊 

災害対策課 

332 別添図参照 別添図参照 

333 （１）削除 

 

 

 

（１）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）」を発表したとき。（配備体

制：第２非常配備 初動体制又は本体制） 

 

（２）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」を発表したとき。（配備体

制：第２非常配備 （南海トラフ地震臨時

情報 （巨大地震注意）体制）） 

・地震発生後の避難では間に合わないおそれ

のある津波浸水予測区域内の避難行動要

支援者は避難し、それ以外の者は、避難の

準備を整え、個々の状況等に応じて自主的

に避難 

（１）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（調

査中）」を発表し、三重県が「南海トラフ

地震準備体制」を取ったとき。（配備体

制：第２非常配備 初動体制） 

（２）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）」を発表したとき。（配備体

制：第２非常配備 本体制） 

 

（３）気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」を発表したとき。（配備体

制：第２非常配備 初動体制） 

 

・地震発生後の避難では間に 合わないおそ

れのある津波浸 水予測区域内の災害時要

援護者は避難し、それ以外の者は 避難の

準備を整え、個々の状 況等に応じて自主

的に避難 

334 

 

 

 

 

 

 

 

３ 「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）」発表時の対応 

（１）略 

（２）市民や事業所等への広報（危機管理班、

総務管理部） 

南海トラフ沿いの地震が発生した場合、本市

に大きな被害をもたらすのは強震動と大津

波であることを踏まえ、次の事項について、

防災スピーカー、ケーブルテレビ、コミュニ

ティＦＭ、電子メール、ＳＮＳ、市ウェブサ

イトなど多様な広報手段により呼びかける。 

３ 「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）」発表時の対応 

（１）略 

（２）市民や事業所等への広報（危機管理班、

総務管理部） 

南海トラフ沿いの地震が発生した場合、本市

に大きな被害をもたらすのは強震動と大津

波であることを踏まえ、次の事項について、

防災スピーカー、ケーブルテレビ、コミュニ

ティＦＭ、電子メール、ＳＮＳ、市ホームペ

ージなど多様な広報手段により呼びかける。 
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335 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）」発表時における事前避難 

（１）事前避難の対象 

国のガイドラインでは、南海トラフの想定震

源域内の西側の領域（九州～和歌山県）で大

規模地震が発生し、気象庁が「南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震警戒）」を東側（三重

県～静岡県）に発表した場合、後発地震によ

り津波からの避難が間に合わないおそれの

ある地域（事前避難対象地域）の住民に対し、

１週間の事前避難を呼びかけるなどの防災

対応を行うことを基本としている。事前避難

対象地域は、「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）」発表時において、全ての住民

が１週間の避難行動をとるべき地域である

住民事前避難対象地域（陸上において津波に

より３０ｃｍ以上の浸水が地震発生から３

０分以内に生じる地域）と、津波からの避難

が間に合わないおそれのある高齢者等の避

難行動要支援者が１週間の避難行動をとる

べき地域である高齢者等事前対象地域を合

わせた地域としており、国のガイドラインで

は、市町村があらかじめ定めることとしてい

る。三重県が平成２５年度に発表した三重県

地震被害想定調査結果によると、理論上最大

クラスの南海トラフ地震が発生した場合、本

市の津波第一波（津波浸水深３０ｃｍ）到達

時間は、白子漁港で約６７分、千代崎港で約

６９分、鈴鹿漁港で約７０分と想定されてい

ることから、住民事前避難対象地域は該当し

ないが、国のガイドラインに示された、歩行

困難、身体障がい者、乳幼児、重病人等の避

難の移動速度０．５ｍ／秒に基づき、後発地

震による津波第一波の到達までに、高齢者等

の避難行動要支援者が、津波浸水予測区域外

４ 「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）」発表時における事前避難 

（１）事前避難の対象 

国のガイドラインでは、南海トラフの想定震

源域内の西側の領域（九州～和歌山県）で大

規模地震が発生し、気象庁が「南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震警戒）」を東側（三重

県～静岡県）に発表した場合、後発地震によ

り津波からの避難が間に合わないおそれの

ある地域（事前避難対象地域）の住民に対し、

１週間の事前避難を呼びかけるなどの防災

対応を行うことを基本としている。事前避難

対象地域は、「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）」発表時において、全ての住民

が１週間の避難行動をとるべき地域である

住民事前避難対象地域（陸上において津波に

より３０ｃｍ以上の浸水が地震発生から３

０分以内に生じる地域）と、津波からの避難

が間に合わないおそれのある高齢者等の災

害時要援護者が１週間の避難行動をとるべ

き地域である高齢者等事前対象地域を合わ

せた地域としており、国のガイドラインで

は、市町村があらかじめ定めることとしてい

る。三重県が平成２５年度に発表した三重県

地震被害想定調査結果によると、理論上最大

クラスの南海トラフ地震が発生した場合、本

市の津波第一波（津波浸水深３０ｃｍ）到達

時間は、白子漁港で約６７分、千代崎港で約

６９分、鈴鹿漁港で約７０分と想定されてい

ることから、住民事前避難対象地域は該当し

ないが、国のガイドラインに示された、歩行

困難、身体障がい者、乳幼児、重病人等の避

難の移動速度０．５ｍ／秒に基づき、後発地

震による津波第一波の到達までに、高齢者等

の災害時要援護者が、津波浸水予測区域外へ
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続き へ徒歩で避難することが困難な距離（１、５

００ｍ以上）にある地域（町・丁目単位とす

る。）を、高齢者等事前避難対象地域とする。 

 

徒歩で避難することが困難な距離（１、５０

０ｍ以上）にある地域（町・丁目単位とする。）

を、高齢者等事前避難対象地域とする。 

336 （２）市民や事業所等への広報（総務管理部） 

南海トラフ沿いの地震が発生した場合、本市

に大きな被害をもたらすのは強震動と大津

波であることを踏まえ、次の事項について、

防災スピーカー、ケーブルテレビ、コミュニ

ティＦＭ、電子メール、ＳＮＳ、市ウェブサ

イトなど多様な広報手段により呼びかける。 

（３）略 

（４）避難所の開設（総務管理部、避難所対

策部、福祉医療対策部） 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の

発表から巨大地震注意対応期間の終了まで

の１週間、自主避難者が発生し、避難所を開

設する必要がある場合は、市立武道館、公民

館１９施設（国府、庄野、加佐登、牧田、石

薬師、稲生、飯野、河曲、箕田、玉垣、天名、

合川、井田川、久間田、椿、深伊沢、鈴峰、

庄内、神戸）の避難所の中から必要な範囲で

開設する。 

（２）市民や事業所等への広報（総務管理部） 

南海トラフ沿いの地震が発生した場合、本市

に大きな被害をもたらすのは強震動と大津

波であることを踏まえ、次の事項について、

防災スピーカー、ケーブルテレビ、コミュニ

ティＦＭ、電子メール、ＳＮＳ、市ホームペ

ージなど多様な広報手段により呼びかける。 

（３）略 

（４）避難所の開設（総務管理部、避難所対

策部、福祉医療対策部） 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の

発表から巨大地震注意対応期間の終了まで

の１週間、自主避難者を受け入れるために、

市立武道館、公民館１９施設（国府、庄野、

加佐登、牧田、石薬師、稲生、飯野、河曲、

箕田、玉垣、天名、合川、井田川、久間田、

椿、深伊沢、鈴峰、庄内、神戸）の避難所を

開設する。 

337 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４項 市民や事業所等が実施する対策 

（１）市民は、防災スピーカー、ケーブルテ

レビ、コミュニティＦＭ、電子メール、Ｓ

ＮＳ、市ウェブサイトなど複数の方法によ

り、多重的かつ積極的に「南海トラフ地震

臨時情報」や市等から発表される防災情報

を入手するよう努め、事前警戒を心掛け

る。 

（２）～（３）略 

（４）「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

警戒）」発表時において、高齢者等事前避難

対象地域における高齢者等の避難行動要支

第４項 市民や事業所等が実施する対策 

（１）市民は、防災スピーカー、ケーブルテ

レビ、コミュニティＦＭ、電子メール、Ｓ

ＮＳ、市ホームページなど複数の方法によ

り、多重的かつ積極的に「南海トラフ地震

臨時情報」や市等から発表される防災情報

を入手するよう努め、事前警戒を心掛け

る。 

（２）～（３）略 

（４）「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

警戒）」発表時において、高齢者等事前避難

対象地域における高齢者等の災害時要援護
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続き 援者は、市からの避難の呼びかけに基づき、

知人・親類宅等や開設された避難所等へ１週

間の事前避難を行い、それ以外の市民は、必

要に応じて自主的に避難を行うことや、日頃

からの地震への備えを再確認するなどの防

災対応をとるよう努める。また、事前避難対

象地域内での車両の走行は、極力抑制するよ

う努める。さらに、事業所等については、企

業ＢＣＰ等により事前に検討した事業継

続・中止の判断基準及び従業員や利用者の安

全確保等の対策に基づき、適切な対応をとる

よう努める。 

者は、市からの避難の呼びかけに基づき、知

人・親類宅等や開設された避難所等へ１週間

の事前避難を行い、それ以外の市民は、必要

に応じて自主的に避難を行うことや、日頃か

らの地震への備えを再確認するなどの防災

対応をとるよう努める。また、事前避難対象

地域内での車両の走行は、極力抑制するよう

努める。さらに、事業所等については、企業

ＢＣＰ等により事前に検討した事業継続・中

止の判断基準及び従業員や利用者の安全確

保等の対策に基づき、適切な対応をとるよう

努める。 

340～341 個別の復旧・復興計画の事前検討及び策定 

ア 略 

イ 女性及び避難行動要支援者の参画促進 

市は、復旧・復興のあらゆる場・組織にお

いて、男女共同参画の観点から女性の参画

を促進するとともに、高齢者、障がい者等

避難行動要支援者についても、参 画を促

進するよう努める。 

個別の復旧・復興計画の事前検討及び策定 

ア 略 

イ 女性及び災害時要援護者の参画促進  

市は、復旧・復興のあらゆる場・組織にお

いて、男女共同参画の観点から女性 の参

画を促進するとともに、高齢者、障がい者

等災害時要援護者についても、参画を促進

するよう努める。 

371 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）あらかじめ個別避難計画を作成し、

必要に応じて関係者と情報共有する。 

 

（２）津波の発生のおそれにより、避難指

示が行われたときは、（１）に掲げる者

の避難場所までの介護及び搬送は、高齢

者、障がい者等避難行動要支援者やその

支援者等関係者を含めた地域住民全体の

合意によるルールを決め、避難計画等を

策定し、市は自主防災組織等を通じて介

護又は搬送に必要な資機材の提供その他

の援助を行う。 

（３）地震が発生した場合、個別避難計画

を利用するなどして、高齢者、障がい者

等の安否確認、被災状況の把握に努める。 

（１）あらかじめ災害時要援護者名簿を作

成し、必要に応じて関係者と情報共有す

る。 

（２）津波の発生のおそれにより、避難指

示が行われたときは、（１）に掲げる者

の避難場所までの介護及び搬送は、高齢

者、障がい者等災害時要援護者やその支

援者等関係者を含めた地域住民全体の合

意によるルールを決め、避難計画等を策

定し、市は自主防災組織等を通じて介護

又は搬送に必要な資機材の提供その他の

援助を行う。 

（３）地震が発生した場合、災害時要援護

者名簿を利用するなどして、高齢者、障

がい者等の安否確認、被災状況の把握に
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続き 努める。 

 


